


表紙のデザインは…

森本  千絵　  もりもと  ちえ

アートディレクター・コミュニケーションディレクター
武蔵野美術大学視覚伝達デザイン学科客員教授

　1976 年青森県三沢市で生まれ、東京で育つ。武蔵野美術大学視覚伝達デザイン学科
を経て博報堂入社。2007 年、もっとイノチに近いデザインもしていきたいと考え、「出
会いを発明する。夢をカタチにし、人をつなげる」をモットーに株式会社 goen°を設立。
　松任谷由実、Official 髭男 dism、Mr.Children30 周年のアートワーク、広告の企画、
演出、商品開発、本の装丁、映画・舞台の美術や、動物園や保育園の空間ディレクショ
ン、青森空港のステンドグラス壁画を手掛けるなど、活動は多岐にわたる。
　また自社ブランド「mono°  goen°」EC サイトの立ち上げ、2022 年 2 月からは実店
舗としてこれまで紡いできた " ご縁 " からより豊かに進化するため、新たな「goen°」
を分かち合うための場所を広げていく。

　三沢市出身で、アートディレクターとして多方面でご活躍され、株式会社 goen°を主宰する森
もりもと

本千
ちえ

絵さんに、
令和 4 年度からを計画期間とする男女共同参画計画「第 3 次みさわハーモニープラン」の発行に際し、描き下
ろしていただいたものです。



計画の策定にあたって

三沢市長　小檜山 吉紀

　当市では、平成２４年３月に策定した「第２次みさわハーモニープラン」の終期を迎えるにあ

たり、これまでの取り組みを継承しつつ、人口減少や急速な少子高齢化、家族形態やライフスタ

イルの変化など、多様化する価値観や生活環境を踏まえた「第３次みさわハーモニープラン」を

策定いたしました。

　新たな計画では、「自分らしく 活きるために」という基本理念に、 ( 女性・男性・性的マイノリ

ティ、未婚、既婚、子供を持つ人も持たない人も、障がいの有無、世代や文化などの垣根を越えた )

すべての市民の個性、多様性を尊重し、無理や頑張ることを求め過ぎない人としての在り方を認め、

活発なこと、生き生きしていることを意味する「活」という文字を用いることで、生きる、生活

する中で、自分らしさを最大限に発揮できる社会実現の願いを込めております。

　人づくり、仕組みづくり、環境づくりという三本の柱を据え、１４の課題を整理し、６１の具

体的な施策を、平成２７年の国連サミットにて採択された「持続可能な開発目標」、いわゆるＳＤ

Ｇｓの理念を意識しながら取り組んで参ります。

　昨年開催された東京オリンピック、パラリンピックのコンセプトの一つ「一人ひとりが互いを認

め合い（多様性と調和）」に象徴されるように、これまでの男性と女性が相反するコインの裏表と

捉えられた時代から、多面的なダイスの側面一つひとつがそれぞれに大きな意味を持ち、一人ひと

りの多様な個性や能力を認め、あらゆる人権と尊厳が尊重される時代へと移行しつつあります。

　また、もう一つのコンセプトであった「そして、未来につなげよう（未来への継承）」は、当市

の基本理念『未来へつなぐ 心安らぐ 国際文化都市』と合致し、本プランの推進が、自分らしさを「未

来へつなぎ」、「心安らぐ」活きやすい、共生社会たる「国際文化都市」の実現につながるものと

信じております。誰もが自分らしく活きられる社会の実現のため、皆様のご理解とご協力を賜り

ますようお願い申し上げます。

　最後に、策定にあたり道標となる貴重なご意見を賜りました「三沢市男女共同参画計画」策定

委員の皆様、アンケートやパブリックコメントを通じ、現状や課題を伝えていただいた市民の皆様、

男女共同参画の新たな扉となる本プランの表紙を手掛けてくださった森本千絵様をはじめとする

株式会社 goen°の皆様、そして、携わっていただいたすべての方々に、心よりお礼申し上げます。

第３次みさわハーモニープラン

『

』

自分らしく

　　　　　活きるために

DIVERSITY
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　 　　1　基本的な考え方

１　計画策定の趣旨

　男女が社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野にお

ける活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等にその個性と能力を十分に

発揮できる男女共同参画社会の実現は、当市だけでなく、県及び国における最重要

課題として位置づけられます。

　当市では、平成１４（2002）年３月に『みさわハーモニープラン』を、平成２４（2012）

年３月には『第２次みさわハーモニープラン』を策定し、それぞれの基本目標に沿っ

て、男女共同参画社会の実現を目指したさまざまな取り組みを進めてきました。こ

れまでの取り組みにより、男女の固定的な役割分担意識は少しずつ是正に向かって

いますが、様々な分野で性別における固定的な性別役割分担意識やそれに基づく社

会習慣は依然として根強く、配偶者からの暴力の問題など、性に基づく被害や差別

もいまだ存在しています。 

  国においては、平成２７（2017）年８月に、女性の採用・登用・能力開発等のた

めの事業主行動計画の策定を事業主に義務付ける、「女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律」（女性活躍推進法）が成立し、同年１２月に「第４次男女共

同参画基本計画」を閣議決定しました。 新たに、令和２（2020）年１２月には「第

５次男女共同参画基本計画」が閣議決定されております。

  こうした中、当市では、現行プランの計画期間の終期を迎え、これまでの成果を

踏まえ、取り組むべき課題や社会情勢の変化に対応するためプランの見直しを行い、

新たな計画として「第３次みさわハーモニープラン」を策定しました。

GENDER　EQUALITY
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1　基本的な考え方

２　計画の性格・位置づけ

（１）計画の性格

（２）計画の位置づけ

●�「男女共同参画社会基本法」第１４条第３項に基づく市町村男女共同参画計画であるとともに、「女

性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（女性活躍推進法）第６条第２項に基づく市町村

推進計画及び「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」（配偶者暴力防止法）

第２条の３第３項に基づく市町村基本計画を包含しています。 

●�国及び県の「男女共同参画基本計画」の趣旨を踏まえて策定するとともに、『第二次三沢市総合振

興計画』をはじめ、「第２期三沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」などとの整合性を図ってい

ます。 

●�令和元年１２月に一部改定された「ＳＤＧｓ実施指針改定版」においては、優先課題として「あ

らゆる人々が活躍する社会・ジェンダー平等の実現」が位置づけられています。 

●�この計画は、市民へのアンケート調査、パブリックコメント等を通じて広く市民に意見を求め、

また、「三沢市男女共同参画計画策定委員会」で検討内容を取り入れながら策定したものです。

　・男女共同参画社会基本法

　・女性活躍推進法

　・配偶者暴力防止法 

　・第５次男女共同参画基本計画 

国
第二次三沢市総合振興計画

「未来へつなぐ　心安らぐ　国際文化都市」

　・青森県男女共同参画推進条例

　・第５次あおもり男女共同参画プラン

県

　・パブリックコメント

　・三沢市男女共同参画社会に関する

　　アンケート

市民

第２期三沢市

まち・ひと・しごと創生総合戦略

※ＳＤＧｓの推進を網羅

三沢市男女共同参画計画策定委員会

（学識経験者、団体代表者、一般公募等）

第３次みさわハーモニープラン
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　 　　1　基本的な考え方

令和４年
（2022）

令和５年
（2023）

令和６年
（2024）

令和７年
（2025）

令和８年
（2026）

令和９年
（2027）

令和 10 年
（2028）

令和 11 年
（2029）

令和 12 年
（2030）

令和 13 年
（2031）

令和 14 年
（2032）

緊急度Ａ
※1

緊急度Ｂ
※2

緊急度Ｃ
※3

第５次男女共同参画基本計画

毎年度：具体的施策の進捗状況確認

市

国

県

市

第５次あおもり男女共同参画プラン

意識

調査

前期 後期　第二次三沢市総合振興計画

緊急度について

※１ 命に関わるものや、早急な対応が必要と考えられる事業

※２ ５年を目途に一定の成果を目指し取り組む事業

※３ 市民意識調査等の検証を踏まえつつ、改善を行う事業

※４ 成果まで時間を要するもの、長期的な取り組みが必要と考えられる事業

　第２期三沢市

　まち・ひと・しごと創生総合戦略

意識

調査

次期

計画

策定

検証

改善

第３次みさわハーモニープラン
（ 計画期間：10年）

３　計画の期間

緊急度Ｄ
※4
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４　基本目標と課題の分布

1　基本的な考え方

第２次みさわハーモニープラン

第３次みさわハーモニープラン

　第２次みさわハーモニープランでは、４つの柱を軸として、市民全体が「協働」の視点に立った男女共同参

画社会を目指すこととしていました。

　新たに策定した計画においては、社会情勢、関係法令の改正等を踏まえつつ、更なる認知度・理解度の向上

を目的に軸となる柱を３本として、それぞれ「人づくり」…人に関する教育や登用、「仕組みづくり」…施策、

支援といった仕組み、「環境づくり」…地域や職場、仕事に関するものに再分類し、広く市民の理解を得るため

の整理を行いました。

男女共同参画への

意識改革

男女共同参画の

地域社会づくり

福祉の向上と

健康の増進

労働の場における

条件整備

男女共同参画社会
をめざして

男女共同参画意識
の醸成 防災活動への男女

共同参画の推進

国際理解・
交流の推進

地域社会活動への
女性の参画推進

子育て支援の充実

高齢者福祉施策の充実

母子保健施策
の推進

男女が共に参画できる
健康づくりの推進

教育における男女
共同参画の推進

実質的な平等意識
の確立及び啓発

就業援助に関する
情報提供

ワーク・ライフ・バランス
の推進

家族従業員の
地位向上

日常生活における
男女共同参画の推進

男女共同参画に関する
情報等の収集・提供

人づくり 女性の視点に立った
防災対策・災害時対応

地域における
女性活躍の推進

防災活動への男女
共同参画の推進

地域社会活動への
女性の参画推進

国際理解・
交流の推進

高齢者
福祉施策
の充実

母子保健施策の推進
子育て支援の充実

男女が共に
参画できる

福祉施策の充実

男女共同参画
情報等の収集・提供

ダイバーシティ（多様
性）の理解と確立

健康づくりの推進

教育における男女
共同参画の推進

実質的な平
等意識の確
立及び啓発

男女共同
参画意識
の醸成

就労環境の改善

新規・継続就労
に関する支援

就業援助に関する
情報提供

ワーク・ライフ・バランス
の推進

あらゆる暴力、ハラス
メントの根絶

共同参画・平等意識の
啓発及び醸成

日常生活における
男女共同参画の推進

共同参画の
理念の浸透

多様な価値観が認
められる基盤整備

地域社会づくりと
労働環境の整備

仕組みづくり環境づくり

自分らしく
活きるために

①

②

③
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再分類の一例

①第２次「男女共同参画への意識改革」分野から、第３次「人づくり 共同参画の理念の浸透」に変更

②社会情勢を鑑み、新たに「環境づくり 地域社会づくりと労働環境の整備」に課題として抽出

③第２次「労働の場における条件整備」分野と「男女共同参画への意識改革」分野の課題を足し合わせ、第３

次では「人づくり 共同参画の理念の浸透」に変更



　 　　1　基本的な考え方

５　計画の体系
基本目標 課題 施策の方向

1. 日常生活における男女共同参画の推進
男女共同参画へ向けての環境づくりの推進

家庭における男女共同参画の意識啓発※

2. 共同参画・平等意識の啓発及び醸成
人権尊重の推進

男女共同参画社会づくりに向けての意識啓発

3. 教育における男女共同参画の推進
個性と性を尊重した教育の実施※

教職員への研修の実施

4. 女性の視点に立った防災対策・災害時対応
多様なニーズに応える防災マニュアル整備と活用
避難所等におけるそれぞれのニーズ分析

5. 地域における女性活躍の推進

附属機関等への女性委員の登用※

女性リーダーの育成※

6. 男女共同参画情報等の収集・提供
情報の収集・提供・発信及び調査・分析・研究

定住自立圏での連携した取り組み

7. ダイバーシティ (多様性 )の理解と確立
「ユニバーサル・タウン」の推進

介護者（高齢者等）の負担軽減

8. 健康づくりの推進
生涯を通じた健康づくりの啓発と体制整備

自殺予防への取り組み

9. 母子保健施策の推進
妊産婦・小児保健医療対策の充実

思春期保健対策の充実

10. 福祉施策の充実

多様なニーズに応えるサービスの充実

ひとり親、生活困窮・貧困世帯の救済

11. あらゆる暴力、ハラスメントの根絶
暴力、ハラスメントを生まない環境づくり※

被害者からの相談体制の確立※

12. 新規・継続就労に関する支援

女性のキャリアアップの促進※

県・ハローワーク・商工会等関係機関との連携

13. 就労環境の改善
ＩＣＴ化の推進
柔軟な働き方に対応した環境整備※

14. ワーク・ライフ・バランスの推進
子育てや介護等の家庭生活支援の充実※

仕事と家庭の両立のための環境整備※

Ⅰ　

人
づ
く
り

共
同
参
画
の
理
念
の
浸
透

：５年で一定の成果を目指すもの：数年で一定の成果を目指すもの注 緊急度Ａ 緊急度Ｂ

※ 女性活躍推進法関連項目 ※ 配偶者暴力防止法関連項目

Ⅱ　

仕
組
み
づ
く
り

多
様
な
価
値
観
が
認
め
ら
れ
る
基
盤
整
備

Ⅲ　

環
境
づ
く
り

地
域
社
会
づ
く
り
と
労
働
環
境
の
整
備
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自
分
ら
し
く　
活
き
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め
に

基
本
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念

1 2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1



1　基本的な考え方

具体的施策 緊急度 ページ
　市民活動に関心がある人への支援や学習機会の提供
　男女共同参画に関する普及啓発と情報提供

Ｄ

11
Ｄ

　家庭における役割分担意識の学習機会の提供
　協力し合う家庭を築くための実践的学習機会の提供

Ｃ
Ｂ

　人権の尊重や男女平等意識の啓発
　児童生徒のいじめ防止活動の取組推進
　人権に関する相談窓口の充実

Ａ

12
Ａ
Ａ

　固定的性別役割分担意識の見直し促進
　平等意識や女性の権利に関する情報の周知

Ｂ
Ｂ

　人権を尊重する教育と自立や生きる力を伸ばすキャリア教育の推進
　グローバルなコミュニケーション能力を育む教育の充実
　学校教育における性に関する適切な教育の推進

Ｂ

13
Ｂ
Ｂ

　教職員の資質・能力向上のための育成研修の充実 Ｂ
　様々な視点を取り入れた防災マニュアル整備と検証 Ａ

14
　様々な視点を取り入れた避難所運営方針の検討 Ａ
　各種附属機関等への女性委員の積極的登用
　市管理職等への女性職員登用の推進

Ｄ
15

Ｂ
　地域における女性人材育成のための学習機会の提供
　市女性職員の能力向上を目的とした人材育成研修等の提供と周知
　ＶｉＣウーマンによる地域活性化等の活動に対する支援
　指導者派遣による芸術文化活動等の促進と後継者・人材育成指導支援を通した文化の保護と振興

Ｄ

16
Ｃ
Ｄ
Ｄ

　持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）に即した男女共同参画の推進
　市民の現状把握のための意識調査の実施

Ｃ
19Ｃ

　男女共同参画計画における情報の提供と共有 Ｄ
　「ユニバーサル・タウン」の推進と理解を深めるための啓発活動
　多文化共生社会の構築
　バリアフリーに向けた配慮と支援
　ＬＧＢＴＱ＋（性的マイノリティ）への配慮と支援

Ｄ

20
Ｂ
Ｂ
Ｂ

　介護サービスの充実 Ｂ 21
　生活環境の見直しと健康増進に向けた啓発
　スポーツ・レクリエーション活動の推進

Ｂ
22

Ｂ
　ゲートキーパー養成講習会の実施と地域における見守り及び相談支援
　こころの健康づくり教室の実施

Ａ
23

Ａ
　安全な出産体制の確保と健康
　乳幼児の発育相談の充実及び小児医療体制の確立
　産後支援サポーターによる養育支援訪問の実施

Ｂ
24Ｂ

Ｂ
　ふれあい体験学習の実施 Ｃ 25
　障がい福祉サービスの充実
　高齢者の地域ケアと介護予防の充実

Ｃ

26
Ｂ

　ひとり親家庭の支援体制の充実
　就学援助事業
　生活困窮世帯への支援体制の充実
　貧困の子育て世帯などを対象とした地域つながり支援

Ａ
Ｂ
Ａ

27
Ａ

　ＤＶ防止のための周知
　事業所に対するハラスメント防止の啓発
　市職員におけるハラスメント防止及び排除

Ａ

29
Ｂ
Ｂ

　相談体制の充実と緊急一時保護に向けた支援
　被害者の安全確保

Ｂ
Ａ

　資格取得等のための学習機会と情報の提供 Ｂ

30
　雇用機会の創出
　経営改善の普及活動の実施
　新規事業者・起業者への支援
　地域産業経営と女性の担い手育成への支援

Ｂ
Ｃ
Ｃ
Ｃ

　多様な生活様式に対応する職場のＩＣＴ化の推進と啓発 Ｂ
32

　労働時間の見直しや柔軟な働き方に関する情報提供 Ｃ
　保育サービスの充実
　放課後児童への支援
　ファミリー・サポート・センターの利活用の促進
　介護者のための日常生活支援サービスの充実

Ｂ

34
Ｂ
Ｂ
Ｃ

　ワーク・ライフ・バランスの啓発と推進
　家族経営協定の締結促進

Ｃ
35

Ｄ

：検証を踏まえて改善を行うもの ：長期的な取り組みを行うもの緊急度Ｃ 緊急度Ｄ
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三沢市では、 SDGs の理念を意識しながら各事業を実施していきます。
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基本目標Ⅰ　人づくり～共同参画の理念の浸透～　　　　　　　　　　p.10

基本目標Ⅱ　仕組みづくり～多様な価値観が認められる基盤整備～　　p.18

基本目標Ⅲ　環境づくり～地域社会づくりと労働環境の整備～　　　　p.28

計画の内容

第２章
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人づくり
～共同参画の理念の浸透～

基本目標

Ⅰ

ＫＰＩ（重要業績評価指標）

『男女共同参画社会』という用語について

知っている人の割合

現状値：令和２年度　目標値：令和１２年度

５０．７％　➡　８０．０％
三沢市男女共同参画社会に関する市民アンケート（令和 2年 12 月実施）※

※

　 　　２　計画の内容
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資料 市広報広聴課：令和２年度男女共同参画社会に関する市民アンケート調査

現状
令和2年度に実施した市民アンケート調査では、家庭において家計など夫婦の対等な役割分担
が進む一方で、家事、育児、看護・介護は主に妻とする割合が依然として高く、男女共同参画の
浸透が十分であるとは言えません。
男女問わず職業生活を充実できる社会が期待される一方で、家庭での家事分担等における格差
を解消するためには、日常生活における男女共同参画の実現に向けた更なる普及啓発の推進が必
要です。

日常生活における
男女共同参画の推進

具体的施策
① 市民活動に関心がある人への支援や学習機会の提供

まちづくりに関わりたい人を対象とした補助金等の支援を通じ、女性でも参加しやすい町内会向け
講座等の学習機会の提供をします。

② 男女共同参画に関する普及啓発と情報提供

市主催の男女共同参画講座を開催し、受講者を通じた共同参画への意識や理解の定着が促進さ
れるよう普及啓発を行います。

施策の方向

具体的施策
③ 家庭における役割分担意識の学習機会の提供

男性向けの家事・育児等への積極的な参加を促すことを目的とした講座を開催し、家庭における男
女の共同参画を促すための支援を行います。

④ 協力し合う家庭を築くための実践的学習機会の提供

健やかな出産・子育てに向けた家事や育児を協力し合うための両親学級を実施します。

施策の方向

問 あなたの家庭での夫婦役割分担はどのようになってますか？

37.5%
30.3% 29.4%

2.8%

37.2%
29.7%

32.4%

0.7%

主に妻(1) 主に夫(2) 夫婦で分担（3） その他の人（4）

【家計】

男性 女性 性別無回答

57.9%

4.7%

34.6%

2.8%

68.7%

26.5%

4.8%

100.0%

主に妻(1) 主に夫(2) 夫婦で分担（3） その他の人（4）

【家事】

男性 女性 性別無回答

２　計画の内容　
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現状
令和2年度に実施した市民アンケート調査において、「男女共同参画社会」という用語につい
て「知っている」と回答した割合は50.7％で、共同参画や平等意識の認知度が十分とは言えない
状況です。また、実生活の中でも家庭や地域社会（町内会や様々な市民活動等）における男女の
固定的性別役割分担意識もいまだ根強く残っているのが現状です。
子どもの頃から男女平等の意識を醸成し、互いを認め合い、尊重し合う偏見のない社会を構築
するため、家庭や学校での学習機会等の充実や広報活動・情報提供に努めることが必要です。

共同参画・平等意識の
啓発及び醸成

具体的施策
⑤ 人権の尊重や男女平等意識の啓発

人権擁護委員による市内小中学生を対象とした、いじめ防止や人権を尊重する意識を育む教室の
開催及び街頭活動による啓発を実施します。

⑥ 児童生徒のいじめ防止活動の取組推進

市内小中学生の「いじめなくし隊」による、児童生徒の主体的ないじめ未然防止に向けた取り組み及
び校内啓発活動を実施します。また、活動を発表する場を設けるなど、学校・地域全体でいじめの防
止を呼び掛けます。

⑦ 人権に関する相談窓口の充実

いじめや差別、LGBTQ+（性的マイノリティ）など、あらゆる人権に関する悩み事・困り事について、
人権擁護委員による相談窓口の充実を図ります。

施策の方向

具体的施策
⑧ 固定的性別役割分担意識の見直し促進

家庭や地域社会で共同参画や男女平等意識の浸透が促進されるよう、講座や教室等を開催します。

⑨ 平等意識や女性の権利に関する情報の周知

国で定める「男女共同参画週間」（6月23日～29日）の推進月間及び「女性の権利110番無料相談」
等の開催情報などの周知を図ります。

施策の方向

「いじめなくし隊」の活動発表会

　 　　２　計画の内容
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現状
市内小中学校では、人権教育や道徳、特別活動の中で男女平等や男女共同参画の意識を根付か

せる授業を行っています。学校教育における男女共同参画への理解の浸透は、将来の男女共同参
画社会づくりの基盤となるものであり、次代を担う子どもたちが性別にとらわれない多様な選択
を可能にすることにつながります。
今日では、学校から社会・職業への移行プロセスに問題を抱える若者が増えていることが社会

問題にもなっているため、小学生のうちから、一人の人間として生きられるよう自立を促すキャ
リア教育の推進が必要です。

教育における
男女共同参画の推進

具体的施策
⑩ 人権を尊重する教育と自立や生きる力を伸ばすキャリア教育の推進

学校生活を通した相互理解や相互協力の必要性と、職場体験活動や消費者教育により職業観や社
会の仕組みを学び、自己の将来とのつながりを意識した自立や生きる力を養うための教育に取り組
みます。

⑪ グローバルなコミュニケーション能力を育む教育の充実

外国語指導助手（ＡＬＴ）及び英語指導助手（ＡＥＴ）の派遣により、ネイティブな英語に触れ、グロー
バル化に対応できる国際感覚と、意欲的に異文化を理解する意識を育みます。

⑫ 学校教育における性に関する適切な教育の推進

男女が互いに性を理解し、尊重し合えるように、男女の性差、個の違い等を知ることができる教育を
実施します。

施策の方向

具体的施策
⑬ 教職員の資質・能力向上のための育成研修の充実

協働意識、人権教育の推進、いじめ問題等の研修を通して、現代の教職員に求められる資質の向上
を図ります。

施策の方向

令和２年度市民アンケートより

学校教育の中で、男性・女性に

かかわらず将来自分の力だけで生

きていくことの大切さを伝えてい

くことが必要。生きる力（学習だ

けでなく、社会でつながる力・生

活（家事）していく力・稼いでい

く力）を育む教育が必要だと考え

る。 ３０代女性

国際理解教室

２　計画の内容　
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現状
三沢市では、自然災害等を想定した防災訓練や防災意識を高めるための周知活動を行っていま
すが、防災に関わる女性の参画や多様な立場の方への配慮はまだ十分とは言えない状況です。
平成25年5月に「男女共同参画の視点からの防災・復興の取組指針」(内閣府男女共同参画局)
で示された女性や子育て家族のニーズに配慮した体制づくり構築のため、平常時から女性参画の
機会を確保し、地域防災における女性の視点を取り入れた防災対策や被災者支援、避難所運営等
を推進します。

女性の視点に立った
防災対策・災害時対応

具体的施策
⑭ 様々な視点を取り入れた防災マニュアル整備と検証

防災訓練等の機会を通じ女性や多様な立場の方の視点を取り入れた検証作業を実施し、実用的な
防災マニュアルの整備を行います。

施策の方向

具体的施策
⑮ 様々な視点を取り入れた避難所運営方針の検討

実際の災害時を想定した訓練において、妊産婦・高齢者・外国人などにも配慮した避難所運営等の
分析を行うとともに、多様なニーズに応えられる自主防災組織リーダーの育成を促します。

施策の方向

避難所運営訓練

　 　　２　計画の内容
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現状
地域の人口減少が進む中で、活力ある地域社会を維持・発展させるためには、男性だけでな

く、女性も個性や能力を十分に発揮できるよう促すことが必要です。
総務省「就業構造基本調査」によると、県全体での管理的職業従事者に占める女性の割合は

14.2％（平成29年）となっており、全国値の14.8％よりやや低い状況にあります。
一方、三沢市における政策・方針決定の場への参画状況は、令和2年4月においては30.6％で、

県内平均を上回っているほか、市役所職員の女性管理職の割合も30.9％と、平成28年の27.1％
から増加傾向にあります。
経済、文化、地域社会活動等への参画率は、依然として男性が高い傾向にあるため、男女の

バランスのよい参画が必要です。

地域における女性活躍の推進

具体的施策

⑯ 各種附属機関等への女性委員の積極的登用

政策、方針決定過程に女性の意見を広く反映させるため、機会あるごとに附属機関等の委員への女
性登用を推進します。

⑰ 市管理職等への女性職員登用の推進

女性職員の活躍の推進に関する市の特定事業主行動計画で定める数値目標の達成に向けて、女性
職員の働き方に対する意識改革を図るとともに、人材育成に努めます。

施策の方向

市の審議会等における女性委員の割合（％）

資料 内閣府：地方公共団体における男女共同参画社会の形成または女性に関する施策の推進状況
県青少年・男女共同参画課：令和２年度版 青森県の男女共同参画の現状と施策
市総務課：第２次みさわハーモニープラン事業進捗状況調査

24

24.1
24.9

24.2 23.2

28.6

27.9

28.7

30.6

23.2

24.9

26.1
25

25.3

25.6 25.4 25.6
26.7

25.7
26.3

25.5

27.5 27.9

28.1

28.3

28.5

28.8

22.5
23.5
24.5
25.5
26.5
27.5
28.5
29.5
30.5
31.5

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2

三沢市 青森県 全国平均

(各年４月１日現在)

２　計画の内容　



10.3%

7.4% 8.0%

三沢市 27.1% 28.5% 28.2% 25.5%

9.1%

30.9%

Ｒ2

青森県

全国 11.1%

9.6%

8.5%

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

9.0% 9.7%

6.9%

令和２年度市民アンケートより
社会は人がつくり上げていくもの。企業や行政が制度を変えても、一人一人の意識が変わらなけ

れば、いつまでも昔のまま。長い年月をかけて根付いた考え方を長い年月をかけてかえていかなけ
ればならないと思います。 ４０代男性

女性管理職の登用比率状況

資料 内閣府：地方公共団体における男女共同参画社会の形成または女性に関する施策の推進状況
県青少年・男女共同参画課：令和２年度版青森県の男女共同参画の現状と施策
市総務課：女性の職業生活における活躍の推進に関する三沢市特定事業主行動計画に基づく取組の実施状況

(各年４月１日現在)

具体的施策
⑱ 地域における女性人材育成のための学習機会の提供

地域における女性の人材育成を図ることを目的とした講座を開催し、地域社会に参画する女性の活
躍を推進します。

⑲ 市女性職員の能力向上を目的とした人材育成研修等の提供と周知

市職員の働き方に対する意識改革や能力の向上などを目的とした研修機会を提供するとともに積
極的に研修に参加するよう働きかけます。

⑳ ＶｉＣウーマンによる地域活性化等の活動に対する支援

ＶｉＣウーマン（女性リーダー）による農水産業等の方針決定に係る協議の場への参画促進と、地域
産業の振興や地域活性化への取り組みを支援します。

㉑ 指導者派遣による芸術文化活動等の促進と後継者・人材育成指導支援を通した文化の保
護と振興

芸術文化の活動に対して誰もが後継者・継承者となれるよう、指導者（人材バンク）を派遣するとと
もに、地域の郷土芸能の継承を担う人材発掘や後継者育成支援を行います。

施策の方向

平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年

43人(6.1％) 44人(6.4％) 56人(10.2％) 53人(9.4％) 56人(10.0％)

うち三沢市の女性農業委員 2人(10.5％) 2人(14.3％) 2人(14.3％) 2人(14.3％) 2人(14.3％)

45.0% 45.0% 45.0% 45.0% 50.0%

38.5% 38.5% 38.5% 38.5% 38.5%

2人(1.5％) 2人(1.5％) 1人(0.8％) 1人(0.8％) 0人(0％)

3人(1.5％) 5人(2.5％) 5人(2.6％) 5人(2.5％) 5人(2.6％)

364人 352人 343人 325人 297人

うち三沢市ViCウーマン 5人 4人 4人 5人 5人

方針決定の

場への登用

県内女性の農業委員

青森県農政審議会委員の女性の割合

女性リーダー

等の認定

女性農業経営士

女性青年農業士

青森県ViCウーマン

三沢市農政審議会委員の女性の割合

青森県農山漁村女性の登用状況及びリーダー等の育成状況

資料 県青少年・男女共同参画課：令和２年度版青森県の男女共同参画の現状と施策、市農政課データから作成
※（ ）は女性比率・人数

(各年４月１日現在)

　 　　２　計画の内容
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　 　　２　計画の内容
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ＫＰＩ（重要業績評価指標）

『共生社会への取り組みについて満足または

やや満足している』と感じている人の割合

現状値：令和３年度　目標値：令和１２年度

３９．５％　➡　６０．０％
（満足：12.9％ ＋ やや満足：26.6％）

三沢市民意識調査（令和 3年 11 ～ 12 月）

仕組みづくり
　～多様な価値観が　　
　　　　　　認められる基盤整備～

基本目標

Ⅱ

※

※



現状
男女共同参画社会の実現を目指すために、国内だけでなく、持続可能な開発目標(ＳＤＧＳ)を
はじめとする国際的な取り組みが実施されています。他自治体や関係機関の統計情報、取組事例
等の収集を行い、男女共同参画に関する学習機会などを通して、市民に分かりやすいように情報
を提供する必要があります。
また、家庭や地域における男女共同参画が図られるように、定期的な市民意識調査を行い、現
状の把握に努めます。

男女共同参画情報等の収集・提供

具体的施策
㉒ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）に即した男女共同参画の推進

ＳＤＧｓに掲げられる「ジェンダー平等を実現しよう」や「貧困をなくそう」など、男女共同参画に関連
する目標の国際的な動向や国の社会情勢を踏まえた情報収集及び地域や家庭生活における共同
参画への意識を促すため、講座などの学習機会を通して啓発に努めます。また、関係機関の男女共
同参画の情報紙等を活用して情報の公開や提供を行います。

㉓ 市民の現状把握のための意識調査の実施

男女共同参画の講座開催時におけるアンケート実施や、定期的な市民意識調査の実施により現状
把握と分析を行います。

施策の方向

具体的施策
㉔ 男女共同参画計画における情報の提供と共有

定住自立圏域内で実施される広域的な男女共同参画に関連する講座など、学習機会の提供及び
情報共有並びに市町村職員向け研修の合同開催等の取り組みを推進します。

施策の方向

※定住自立圏構想は、人口減少や住民税収入などによる行政機能を確保することが困難になることを予想した将来の事態に備え、
圏域の中心的な役割を担う中心市と圏域町村が、協定によって有機的に連携し、相互に役割分担して連携・協力する中長期的
視点に立った広域連携の取組です。

資料 上十三・十和田湖広域定住自立圏第２次共生ビジョン
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２　計画の内容　



現状
三沢市では、令和2年3月に策定した「第2期三沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」におい
て、※「ユニバーサル・タウン」の実現を掲げています。幼少期より理解を深めるための学習機
会を提供することで、近年、社会で理解が求められているＬＧＢＴＱ＋（性的マイノリティ）の
生きづらさの解消につながるよう、ダイバーシティへの理解と尊重を促し、あらゆる差別やバリ
アを取り除く社会の実現を目指します。
※三沢市の目指す、年齢・性別、人種、言語、障がいの有無等に関わらず誰もが輝き暮らせる社会:「ユニバー
サル・タウン」

ダイバーシティ
(多様性)の理解と確立

具体的施策
㉕ 「ユニバーサル・タウン」の推進と理解を深めるための啓発活動

小中学校の児童生徒を対象としたユニバーサルマナー教室や市民対象の障がいを疑似体験するイ
ベント、講演会等を通して、年齢や性別、障がいの有無などに関わらず誰もが暮らしやすい社会の実
現に向けて、多様性への理解促進を図ります。

㉖ 多文化共生社会の構築

外国人との国際交流や姉妹都市交流を通じて異文化理解を促進するとともに、多言語での情報発
信や各種講座等の実施により、多文化共生社会の構築を目指します。

㉗ バリアフリーに向けた配慮と支援

市内店舗等のバリアフリー・ユニバーサルデザインの普及および移動等円滑化に向けたマスタープ
ランの推進や、ヘルプマークやマタニティマーク所持者などの、サポートを必要としている方への配
慮・支援など、ハードとソフト両面でのバリアフリー推進を通じて全ての人にやさしいまちづくりを目
指します。

㉘ LGBTQ+（性的マイノリティ）への配慮と支援

ＬＧＢＴQ+などに関する理解を深めるための研修会等の実施や、関係機関との連携による相談体制
を充実します。

施策の方向 「 」

ユニバーサルマナー教室

　 　　２　計画の内容
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Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

1,840人 1,894人 1,745人 1,407人 2,100人

36人 90人 427人 646人 451人

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2

1,454人 1,416人 1,525人 664人

336人 189人 120人 495人日本語講座（延）

異文化理解教育講座（実）

日本語講座（延）

異文化理解教育講座（実）

具体的施策
㉙ 介護サービスの充実

介護に取り組む家族などへのサポートや介護を必要とする方への自立支援を行い、居宅や施設で
の介護サービス及び地域密着型サービスの充実を目指します。

施策の方向

資料 市国際交流課：第２次みさわハーモニープラン事業進捗状況調査

市内在住・滞在外国人向けの異文化理解教育講座と日本語講座の参加者数 （人数）

令和２年度市民アンケートより

・女性が出産を経験する際、キャリア形成との両立が困難であることが多く、復職・再就職した

いと思う時も育児との兼ね合いから、活躍できる職種や勤務形態が限られているので、そこの

男女間の差を感じることはあります。しかし、男女という1つの比較よりも、1人ひとりの人権

が尊重される必要があると思います。 ３０代女性

・複数の世代が同居していた時代に制定された法律なので、核家族化が進んだ現在にマッチして

いないと感じる。根本的な部分の大改革がないと難しいと思う。 ３０代男性

資料 市介護福祉課：主要な施策の成果報告書

居宅・地域密着・施設のサービス利用状況（介護保険サービス）

H２９ H３０ R１ R2

居宅（介護予防）サービス 13,393件 12,472件 12,231件 11,771件

地域密着型（介護予防）サービス 4,500件 4,601件 4,697件 4,439件

施設サービス 2,665件 2,472件 4,385件 2,510件

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2

利用人数 35人 37人 36人 36人 36人 36人 53人 53人 51人

利用時間 652時間 660時間 660時間 660時間 660時間 660時間 686時間 979時間 797時間

居宅介護サービス利用人数及びサービス時間（障がい福祉サービス）

資料 市障害福祉課：第２次みさわハーモニープラン事業進捗状況調査
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２　計画の内容　



Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

参加者数 1,725人 1,534人 1,647人 1,527人 940人

スポーツ
教室内容

早朝ウォーキング、

蔦沼温泉散策

早朝ウォーキング、

奥入瀬渓流めぐり散策

早朝ウォーキング、

奥入瀬渓流めぐり散策

早朝ウォーキング、

奥入瀬渓流めぐり散策

早朝ウォーキング、

奥入瀬渓流めぐり散策

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2

参加者数 1,006人 972人 1,354人 870人

スポーツ
教室内容

早朝ウォーキング、

ストレッチ

早朝ウォーキング、

ストレッチ

スクワット、

ウォーキング、

ストレッチ

健康ストレッチ

資料 市市民スポーツ課：第２次みさわハーモニープラン事業進捗状況調査

現状
男女がともに充実した社会生活を営むためには、生涯にわたる健康の保持や体力の増進が不可

欠です。特に女性は、ホルモンの影響を大きく受けるため、妊娠や出産期のほか、思春期、更年
期、老年期といったライフステージごとに生涯を通して、男性とは異なる身体的な変化を迎える
時期があり、その段階に応じた心身両面にわたる健康づくりと、男女が互いの心身の特質につい
てよく理解することが重要です。
また、近年の働き方改革にみられるような職場におけるメンタルヘルス対策のみならず、社会

的な問題である自殺対策を包括的な支援として行う必要があります。心身の病気を起因とした自
殺死亡者は年齢階級が上がるごとに上昇する傾向にあります。三沢市においてもこれまでの自殺
死亡率の推移等を分析しながら、自殺に追い込まれる人を一人でも減らす施策が必要です。

健康づくりの推進

具体的施策
㉚ 生活環境の見直しと健康増進に向けた啓発

生活習慣病の早期発見、早期治療を図るため、各種の健診事業を実施するほか、健康増進のため
の栄養教室や栄養相談、特定保健指導や食育教室を実施します。

㉛ スポーツ・レクリエーション活動の推進

市民がスポーツ活動に接する機会の充実と参加意識の向上を図りながら、ライフステージに応じた
スポーツ活動の推進や心身の健康づくりのための各種スポーツ事業を実施します。

施策の方向

市主催のスポーツ・レクリエーション活動への参加者数 （延人数）

　 　　２　計画の内容
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施策の方向

具体的施策
㉜ ゲートキーパー養成講習会の実施と地域における見守り及び相談支援

自殺対策に資する人材の育成のための講習会を実施し、地域の身近な人が自殺リスクに気づき、見
守ることのできる相談支援体制を整えます。

㉝ こころの健康づくり教室の実施

市内小中学校の児童生徒を対象に、自殺対策関連事業によるいのちの大切さや生命の誕生につい
て考える講演会の実施、またリーフレットを配布することで、こころの健康に関する知識の啓発と子
どもの悩みごと相談先情報の周知を行います。

自殺統計：自殺死亡率 単位：人

資料 厚生労働省：自殺統計（地域における自殺の基礎資料）

こころのケア相談件数 （延件数）

資料 市健康推進課：主要な施策の成果報告書

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2

電話相談 9件 13件 20件 19件 8件

面接相談 6件 6件 4件 9件 6件

9

6 6 6

8

16.95

9.87

16.18
15.67

16.44

20.47

10.33

21.17

16.55
20.07

21.95
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14.92 14.98

20.14

0
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0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

自殺死亡率・自殺者数の推移

三沢市自殺者数（人） 全国 青森県 三沢市

自殺死亡率･･･その年における自殺者数を「人口１０万人」あたりの数値に換算したもの。
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２　計画の内容　



Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2

養育支援訪問数 501人 551人 515人 490人 383人 311人 223人 180人 201人

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2

訪問数（実人数） 395人 396人 341人 368人 364人 367人 347人 313人 293人

実施率 93.3% 92.9% 81.2% 87.6% 98.3% 105.4% 104.8% 96.9% 94.5%

健康診査受診者数 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2

妊婦委託 5,164人 5,183人 5,005人 4,490人 6,676人 6,534人 6,049人 6,106人 5,823人

産婦委託 407人 412人 440人

現状
全国の出生数は、平成27年に100万人を下回り、人口減少が進む中、全国的に産婦人科や小児
科を標ぼうする医療機関が減少し、妊娠・出産に係る医療環境が十分ではない現状です。
三沢市の出生率（人口千人に対する出生率）は、令和元年では8.2と、青森県平均の5.8を大
きく上回っていますが、全国的に初産の年齢も高くなってきており、リスクを抱える妊婦が増
えていることから、安心して妊娠・出産できる環境は必要不可欠です。
妊娠及び出産は、女性の一生の中でも大きなライフイベントの一つであり、安心、安全な妊
娠・出産と、母子ともに心身の健康を維持できる充実した母子保健支援体制の整備が必要です。

母子保健施策の推進

具体的施策
㉞ 安全な出産体制の確保と健康

リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（女性の性と生殖に関連する健康／権利）を尊重し、人生のライフ
サイクルに応じた女性の健康な状態を長く保てるよう支援します。

㉟ 乳幼児の発育相談の充実及び小児医療体制の確立

乳幼児の発育確認や育児不安の軽減のための相談体制と定期予防接種や任意の予防接種等によ
る医療対策を図ります。

㊱ 産後支援サポーターによる養育支援訪問の実施

要支援妊産婦の訪問及び生後4か月までの全戸訪問や支援が必要な家庭に対しての養育支援訪
問指導を実施します。

施策の方向

妊婦委託健康診査及び産婦委託健康診査の受診者数 （延人数）

資料 市健康推進課：第２次みさわハーモニープラン事業進捗状況調査

養育支援訪問事業の訪問数 （延人数）

（妊婦期から継続的な支援が必要な家庭に対しての養育支援訪問）

こんにちは赤ちゃん訪問事業の訪問数及び実施率

（要支援妊産婦の訪問及び生後４か月までの全戸訪問）

　 　　２　計画の内容
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

出生率(人口千人に対する出生率)の推移

県 市部 上十三 三沢市

施策の方向

具体的施策
㊲ ふれあい体験学習の実施

市内中学生を対象に、乳幼児の着替え体験や妊婦シミュレーターを活用した妊婦体験等を通して
赤ちゃんの発育と発達について学び、生徒たちが将来、必要となる父性と母性を育てるための機会
を提供します。

資料 令和元年青森県保健統計年報

ふれあい体験学習への参加者数及び実施回数（市内中学生）

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2

297人 317人 181人 263人 254人 223人 368人 317人 349人

9回 10回 7回 9回 9回 8回 12回 12回 12回

参加者数

実施回数

資料 市健康推進課：第２次みさわハーモニープラン事業進捗状況調査
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２　計画の内容　



Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2

延人数 280人 51人 624人 585人 464人 174人 150人 144人 144人

回数 37回 5回 47回 37回 23回 12回 12回 12回 6回

延人数 262人 202人 194人 246人 239人 238人 210人 186人 82人

回数 18回 18回 15回 17回 17回 16回 20回 16回 6回

介護予防教室

家族介護者教室

現状
感染症のまん延等による緊急事態宣言措置等、社会経済の停滞や雇用情勢の変化は、貧困や地
域における孤立などの課題を残します。
三沢市は県内でも婚姻率・出生率が高い数値を示す一方、離婚率も高くひとり親世帯数も少な
くありません。女性特有の課題と言える出産・育児等による就業の継続やパート・派遣などの非
正規雇用形態に起因する貧困等の問題解決に向けて、さらなる支援が必要です。
性別や国籍、年齢や障がいの有無などに関わりなく、地域に住む人々が社会の中で孤立するこ
とのないよう、安心して充実した生活を送ることができる環境をつくることが必要です。

福祉施策の充実

具体的施策
㊳ 障がい福祉サービスの充実

障がい者が自立した日常生活及び社会生活を送り、障がい者やその家族が希望する就労や社会活
動ができるよう支援するため、在宅や通所による障がい福祉サービスの充実を図ります。

㊴ 高齢者の地域ケアと介護予防の充実

関係機関と連携し、高齢者の地域生活を支えるための方針の共有や生きがいづくり活動、健康を保
持するための介護に頼らない体力づくりを支援します。

施策の方向

資料 市介護福祉課：第２次みさわハーモニープラン事業進捗状況調査

介護予防教室・家族介護者教室の参加者数及び回数

施策の方向

具体的施策
㊵ ひとり親家庭の支援体制の充実

安心して子育てしながら生活するための医療費助成や手当の支給等を継続的に実施し、ひとり親家
庭の経済的自立を図ります。

㊶ 就学援助事業

経済的理由により就学に問題を抱える児童生徒に対して、学用品等の援助を行い、保護者の負担
軽減を図ります。

　 　　２　計画の内容
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青森県困窮家庭の割合（平成３０年度）

㊷ 生活困窮世帯への支援体制の充実

家庭状況に応じた相談・指導及び援助を継続的に実施することにより、経済的・社会的な自立に向
けた支援を行います。

㊸ 貧困の子育て世帯などを対象とした地域つながり支援

支援につながりにくい子育て世帯等を対象に、関係機関と連携し、フードバンクなどからの寄附によ
り備蓄された食糧等を提供します。
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相対的貧困率 子どもの貧困率

相対的貧困率と子どもの貧困率の推移（全国）
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中学校2年生 N=1332

小学校5年生Ｎ＝1351

全 体 Ｎ＝2683

困窮家庭 周辺家庭 一般家庭 無回答等

児童生徒就学援助（学用品費等）の実施対象者数

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3

小学校 311人 304人 322人 303人 296人

中学校 223人 217人 185人 174人 168人

資料 県：青森県子どもの生活実態調査

資料 厚生労働省：国民生活基礎調査

資料 市学務課：要保護・凖要保護児童生徒援助費推移
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２　計画の内容　



　 　　２　計画の内容
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ＫＰＩ（重要業績評価指標）

『ワーク・ライフ・バランスが充実している』と

感じている人の割合

目標値：令和１２年度

５０．０％

環境づくり
～地域社会づくりと　　　　　　　　
　　　　　　　　　労働環境の整備～

基本目標

Ⅲ



現状
令和2年度の三沢市内における配偶者等からの暴力（ＤＶ）や性暴力で女性（婦人）相談に寄
せられた相談件数は45件で、離婚に関する相談件数10件を大きく上回りました。これまでもＤＶ
に関する相談は、増加傾向にありましたが、感染症の拡大等による外出自粛等のストレスや不安
により、さらに増加しているため、社会的な要因も考慮した相談体制の強化を図ることで、迅速
な被害者保護を実施する必要があります。
また、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（配偶者暴力防止法）が施
行されたことにより規制が強化されましたが、近年深刻化し問題視されている職場におけるハラ
スメントについても、人権侵害の防止とともに排除に向けた取り組みが急務になっています。
男女雇用機会均等法、育児・介護休業法及び労働政策総合推進法において、セクシャルハラス
メントやマタニティハラスメント等、様々なハラスメントの防止措置が義務付けられているため、
企業への周知と対応が求められます。

あらゆる暴力、
ハラスメントの根絶

施策の方向

具体的施策
㊹ ＤＶ防止のための周知

あらゆる暴力の根絶に向けた、正しい理解と認識を深めてもらうため広報活動の強化を行います。

㊺ 事業所に対するハラスメント防止の啓発

労働におけるあらゆるハラスメントについての啓発や相談窓口についての情報提供を行います。

㊻ 市職員におけるハラスメント防止及び排除

ハラスメントに関する正しい理解を促すとともに、ハラスメントに起因する問題が生じた場合に適切
に対応するため担当職員による相談窓口のほか、外部相談窓口を設置します。

施策の方向

具体的施策
㊼ 相談体制の充実と緊急一時保護に向けた支援

県や関係機関と連携しながら、相談体制の充実と適切な対応と指導による支援を行います。

㊽ 被害者の安全確保

ＤＶ等の被害者保護のため、住民基本台帳事務における支援措置の実施を行います。

H28 H29 H30 R1 R2

全国 106,367件 106,110件 114,481件 119,276件 190,030件

青森県 850件 797件 882件 991件 1,070件

三沢市 33件 23件 49件 76件 45件

配偶者暴力相談支援センター等におけるDV相談件数

資料 県青少年・男女共同参画課：令和２年度版青森県の男女共同参画の現状と施策
市子育て支援課
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２　計画の内容　



現状
平成27年9月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（女性活躍推進法）が施
行され、働く女性が活躍できる労働環境が徐々に改善されてきてはいるものの、結婚・出産・子
育てを機に離職する女性は少なくありません。
女性の就労においては、離職後も再チャレンジでき、また、生涯を通じて働き続けられるよう
な女性の活躍推進に向けた施策が必要です。
働きやすい雇用機会の創出と女性の能力向上に向けた資格取得のための支援等について、会社
や企業への啓発に努めるとともに、関係機関との連携による働く女性への支援を行い、地域産業
の後継者不足の解消、若手等の担い手の確保、女性組織活動の活性化に向けた取り組みも重要で
す。

新規・継続就労に
関する支援

施策の方向

施策の方向

具体的施策
㊾ 資格取得等のための学習機会と情報の提供

様々な職業分野で活躍したいと希望する女性に対し、関係機関と連携して職業訓練や就労体験等
の学習機会と情報提供に努めます。

具体的施策
㊿ 雇用機会の創出

事業所及び企業の人材確保と求職者の支援を目的に、関係機関と連携し、労働相談の実施や出産
や育児等で離職した女性の再就職に関する助言や支援、雇用情報、学習機会を提供します。

経営改善の普及活動の実施

既存事業者、後継者や新規事業者を育成するため、関係機関と連携を強化し、経営診断による助言
など各種相談体制を構築します。

新規事業者・起業者への支援

新規事業者や起業者に対して、事業拡大のための初期経費等の支援や関係機関と連携し、起業を
目指す女性や若者などへの相談体制の充実を図ります。

地域産業経営と女性の担い手育成への支援

関係機関と連携して６次産業を担う女性農業者の団体・組織等に対し、加入促進と担い手の育成、
加工品開発と販売拡大及び加工農産物のブランド化等の活動を支援します。また、地域産業として
の６次産業の経営に関するノウハウの情報交換や提供など行います。

51

52

53

　 　　２　計画の内容
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15歳以上 労働力 割合 15歳以上 労働力 割合 15歳以上 労働力 割合

総数（年齢） 17,495人 8,548人 100.0% 17,618人 8,667人 100% 17,844人 8,926人 100%

15～19歳 897人 104人 1.2% 963人 137人 1.6% 1,002人 155人 1.7%

20～24歳 771人 578人 6.8% 809人 626人 7.2% 996人 788人 8.8%

25～29歳 947人 679人 7.9% 1,200人 859人 9.9% 1,362人 941人 10.5%

30～34歳 1,244人 838人 9.8% 1,387人 900人 10.4% 1,634人 969人 10.9%

35～39歳 1,326人 903人 10.6% 1,508人 970人 11.2% 1,537人 944人 10.6%

40～44歳 1,417人 995人 11.6% 1,442人 1,001人 11.5% 1,366人 956人 10.7%

45～49歳 1,375人 1,017人 11.9% 1,297人 956人 11.0% 1,320人 979人 11.0%

50～54歳 1,238人 898人 10.5% 1,272人 923人 10.6% 1,469人 1,046人 11.7%

55～59歳 1,251人 861人 10.1% 1,426人 918人 10.6% 1,408人 904人 10.1%

60～64歳 1,398人 747人 8.7% 1,354人 676人 7.8% 1,222人 556人 6.2%

65～69歳 1,326人 482人 5.6% 1,185人 329人 3.8% 1,119人 340人 3.8%

70～74歳 1,144人 218人 2.6% 1,048人 192人 2.2% 1,316人 217人 2.4%

75～79歳 984人 127人 1.5% 1,208人 116人 1.3% 964人 92人 1.0%

80～84歳 1,108人 69人 0.8% 819人 45人 0.5% 609人 33人 0.4%

85歳以上 1,069人 32人 0.4% 700人 19人 0.2% 520人 6人 0.1%

H27 H22 H17

資料 国勢調査

三沢市女性の年齢別労働人口

令和２年度市民アンケートより

・女性が過ごしやすい社会にするために、男性が過ごしにくい社会にしてしまっては意味がな

いと考えている。アファーマティブ・アクションにならないようバランスをとり、会社・行

政・民間全てが知恵を出し合うべきだと考える。 ２０代男性

・三沢には自分らしく、自分の好きを自分なりにカタチにして働いている女性が多くいるよう

に感じる。身近なママ友で起業されたり、開業される方が多くおり母業と仕事の両立を工夫

していこうという意識が個人レベルではとても高まっているのを感じる。ただ、世代間

ギャップを感じることもあり、まだまだ男性は外・女性は家庭という考え方が根強いように

も感じる。行政にはぜひママ同士がつながりをもてるようサポートしてほしい。「自分らし

く生きたい女性のための勉強会や講演会」の開催を望みます。また、その際はぜひ託児支援

つきでお願いします。 ３０代女性

・自分が生きてきた中で感じる事は、男女平等などという世の中はありえないということ。そ

して、逆に男女平等であってはならないとも感じる。身体的理由で、子供を産むことは女性

にしかできない。体力的理由で男性にしか力仕事ができない。男女は少し不平等であって当

然なのです。その中で、共に生活していくためにどうすればいいのか、考える必要がある。

足りないところを補い合って、生きていく社会になればいいだけです。社会に出て活躍した

い女性を応援し、子育てや介護に参加したい男性を応援してあげられる社会になってほしい

です。 ４０代女性

- 31 -

２　計画の内容　



現状
平成30年7月に公布された「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（働き
方改革関連法）」では、労働基準法をはじめとする労働に関する法律の改正を行い、労働時間の
短縮や有給休暇の取得の義務化、フレックスタイム制の導入等、多様な働き方が可能になり、非
正規労働者の待遇改善などの改革がなされています。
ＩＣＴを活用したテレワークやＷＥＢ会議などの積極的な活用により、場所や時間などに拘束
されない多様な働き方を推進し、働きやすい環境の整備を目指す必要があります。

就労環境の改善

施策の方向

施策の方向

具体的施策
労働時間の見直しや柔軟な働き方に関する情報提供

市内の事業所等に対して、労働に関する各種法律の普及啓発及び柔軟で多様な働き方に関する情
報提供、また労働に関する相談窓口についての周知を行います。

資料 厚生労働省

具体的施策
多様な生活様式に対応する職場のＩＣＴ化の推進と啓発

就労者が継続して仕事を行える環境体制整備と多様な生活様式に対応するための在宅でのリモー
トワークやテレワーク、サテライトオフィス等、職場のＩＣＴ環境の普及に向けた情報提供により、時間
や場所にとらわれない働き方が促進されるよう市内の事業所などへ働きかけます。

女性の就業継続・出産と男性の家事・育児時間の関係

54

55

　 　　２　計画の内容
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育児を目的とした休暇・休業を利用しなかった理由

資料 厚生労働省

- 33 -

２　計画の内容　



H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

特別保育の事業数 7件 8件 7件 6件 6件 6件 6件 7件 7件

実施施設数 29施設 32施設 32施設 41施設 42施設 48施設 39施設 46施設 43施設

利用人数（延） 37,955人 37,790人 44,273人 34,623人 38,208人 38,060人 42,282人 42,768人 47,927人

現状
仕事のために私生活を犠牲にして体調を崩すという事例が後を絶たないため、仕事と生活のア
ンバランスにより起こる悲劇を抑えようと、仕事と生活の調和を意味する「ワーク・ライフ・バ
ランス」が叫ばれるようになりました。
令和2年に行ったアンケート調査における「ワーク・ライフ・バランスという言葉を知ってい
る」と答えた人の割合は49.8％と約半数でした。更に認知度を高めるための情報提供や、職場で
の長時間労働の削減、福利厚生サービスの充実といった就業体制の改善が必要です。

ワーク・ライフ・バランス
の推進

施策の方向

特別保育事業の実績

資料 市子育て支援課

具体的施策
保育サービスの充実

保護者の就業形態の多様化等に伴い、保育ニーズに対応できるよう延長保育、病児・病後児保育、
休日保育、一時預かり事業の実施等、保育サービスの充実を図ります。

放課後児童への支援

放課後児童の居場所を担う児童館や放課後児童クラブの運営により、適切な遊びや学びの場を提
供し児童の健全育成を図ります。

ファミリー・サポート・センターの利活用の促進

子育ての援助を受けたい方と行いたい方の連絡調整を行うファミリー・サポート・センター事業の実
施により、子育て支援を図ります。

介護者のための日常生活支援サービスの充実

高齢者や障がい者などへの総合的な支援により、介護を行う家族の就労及び社会参加をサポートし
ます。

令和２年度市民アンケートより

・病児保育や休日保育（日曜日）できる機関を作ってほしい。 ３０代女性

・日本は先進諸国の中でも、女性参政権の確立が遅れたが、終戦からの復興過程における高度

経済成長期のジェンダー観念(男は仕事、女は家事)が弊害となり、男女意識の変革や女性の

社会的地位向上はさらに遅れたものと思われる。近年、男女共同参画社会実現が声高に叫ば

れるものの、歴史的な意識の刷り込みからは現代の政治・経済・社会全てのフェーズにおい

て脱却できずにきているが、現代社会の閉塞感をブレイクスルーする社会変革への有効なビ

ジョンとして、個人的には期待している。 ５０代男性

56

57

58

59

　 　　２　計画の内容
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知っている 聞いたことがある 知らない 無回答

ワーク・ライフ・バランス 162人 80人 75人 8人

具体的施策
ワーク・ライフ・バランスの啓発と推進

積極的に休暇取得できる体制づくりに向けて各事業所等への周知を行います。また、出産や介護、
病気療養等による長期間の休業制度からスムーズに復職できるような支援体制を整え、就業を継
続しやすい職場環境づくりを進めます。

家族経営協定の締結促進

家族農業経営内において、ワーク・ライフ・バランスの向上に向けて家族全員の話し合いにより、個々
の役割分担、労働時間、収益の配分、休日等の就業条件を取り決め、文章化することを促します。

施策の方向

「ワーク・ライフ・バランス」の用語についての認知度

資料 市広報広聴課：令和２年度男女共同参画社会に関する市民アンケート調査

資料 市広報広聴課：令和２年度男女共同参画社会に関する市民アンケート調査

問 あなたはワーク・ライフ・バランスの充実や女性が出産後も離職せずに同じ職場で働き続けるため
にどのようなことが必要だと思いますか？

1 保育所、学童保育、福祉施設やサービスなどの子育て・介護環境の充実 229件

２ 育児・介護休業制度の利用促進や、復職制度などの職場環境を整備する 146件

３ 労働時間の短縮、フレックスタイムや在宅勤務といった、柔軟な勤務制度の導入 136件

４ 職場の管理職や上司・同僚など理解・意識改革 127件

５ 男性側の仕事中心の考え方を改め、家事・育児、介護などに参加しやすくする 110件

６ 昇進、昇格の機会、賃金、労働条件等、男女の格差是正 70件

７ 女性が働き続けることへの家族等の理解・意識改革 50件

８ わからない 13件

９ その他 8件

10 無回答 3件

合 計 892件

61

60

令和２年度市民アンケートより

出産により育児・家事は女性に偏りがちになると感じている。私自身まだまだ育児

・家事は女性がやらなければ！という思いがある。自分たちの親の姿が手本となって

いるところもあると思うので、なかなか考え方を変えられない所もある。

３０代女性

- 35 -

２　計画の内容　





１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

三沢市男女共同参画計画策定委員会設置要綱　　　　　　　　p.38

第３次三沢市男女共同参画計画策定経過　　　　　　　　　　p.39

第３次三沢市男女共同参画計画策定委員名簿　　　　　　　　p.39

男女共同参画社会基本法　　　　　　　　　　　　　　　　　p.40

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律　　　　　　p.42

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律　　p.46

青森県男女共同参画推進条例　　　　　　　　　　　　　　　p.50

男女共同参画推進に関する社会の動き　　　　　　　　　　　p.51

用語説明　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　p.56

資料編

- 37 -



１．三沢市男女共同参画計画策定委員会設置要綱

（設置）
第１条 三沢市の男女共同参画計画の策定に際し、市民の意見をより広く反
映させるため、三沢市男女共同参画計画策定委員会（以下「策定委員会」
という。）を設置する。
（所掌事務）
第２条 策定委員会は、次に掲げる事項を所掌する。
⑴ 三沢市男女共同参画計画策定に関すること
⑵ その他三沢市男女共同参画に関すること
（組織）
第３条 策定委員会は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する構成委員
（以下「委員」という。）１０名以内で組織する。
⑴ 学識経験者
⑵ 各種団体の代表者
⑶ 一般公募による市内在住者又は在勤者
⑷ 前各号に掲げる者のほか、市長が特に必要と認める者
２ 策定委員会は、当該計画が策定された日をもって解散するものとする。
（委員長及び副委員長）
第４条 策定委員会に委員長及び副委員長を置く。
２ 委員長及び副委員長は、委員の互選によるものとする。
３ 委員長は、策定委員会を統括する。
４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を
代理する。
（会議）

第５条 策定委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、
その議長となる。
２ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席さ
せ、説明又は意見を聴くことができる。
（庶務）
第６条 策定委員会の庶務は、政策部広報広聴課において処理する。
（その他）

第７条 この要綱に定めるもののほか、策定委員会の運営に関し必要な事項
は、その都度委員会内で協議し、委員長が別に定める。

附 則
この要綱は、令和３年１月２２日から施行する。

　 　　資料編
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２．第３次三沢市男女共同参画計画策定経過

年 月 内 容

令和２年１２月 男女共同参画社会に関する市民アンケート調査実施

令和３年 １月 三沢市男女共同参画計画策定委員会設置要綱の施行

５月
第１回三沢市男女共同参画計画策定委員会
(正副委員長選出、スケジュール等概要説明)

８月
第２回三沢市男女共同参画計画策定委員会
(骨子案について)

１０月 計画案に関する庁内調整

１１月
第３回三沢市男女共同参画計画策定委員会
(計画素案の検討)

１２月 計画原案に関する庁内調整

令和４年 １月

第４回三沢市男女共同参画計画策定委員会
(計画書案の検討)
第３次三沢市男女共同参画計画(案)について
パブリックコメント実施(1/28～2/28)

３月 計画策定

３．第３次三沢市男女共同参画計画策定委員名簿

氏 名 種 別 備 考

石岡 裕通(委員長) 団体の代表者 十和田人権擁護委員協議会三沢市部会会長

岩本 ヤヨエ(副委員長) 団体の代表者 WOMEN'S VISION会長

桐原 賢哉 学識経験者 三沢市小・中学校校長会事務局長

林 光利 団体の代表者 三沢保育事業研究会会長

小向 香織 団体の代表者 三沢市連合PTA会長

三浦 隆司 団体の代表者 三沢市商工会青年部部長

伊澤 タネ 団体の代表者 三沢市民生委員児童委員協議会会長

長堀 晶 団体の代表者 Misawa Music Lovers代表

保坂 梨恵 一般公募

新山 勉 一般公募

資料編　
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４．男女共同参画社会基本法 

（平成十一年六月二十三日） 

（法律第七十八号） 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊

重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実

現に向けた様々な取組が、国際社会における

取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、

なお一層の努力が必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の

成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変

化に対応していく上で、男女が、互いにその人

権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にか

かわりなく、その個性と能力を十分に発揮する

ことができる男女共同参画社会の実現は、緊

要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画

社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決

定する最重要課題と位置付け、社会のあらゆ

る分野において、男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策の推進を図っていくことが

重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成について

の基本理念を明らかにしてその方向を示し、

将来に向かって国、地方公共団体及び国民の

男女共同参画社会の形成に関する取組を総

合的かつ計画的に推進するため、この法律を

制定する。 

第一章  総則 

（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、

かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊

かで活力ある社会を実現することの緊要性

にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関

し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団

体及び国民の責務を明らかにするとともに、

男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策の基本となる事項を定めることにより、

男女共同参画社会の形成を総合的かつ計

画的に推進することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

一 男女共同参画社会の形成  男女が、

社会の対等な構成員として、自らの意思

によって社会のあらゆる分野における活

動に参画する機会が確保され、もって男

女が均等に政治的、経済的、社会的及び

文化的利益を享受することができ、かつ、

共に責任を担うべき社会を形成すること

をいう。 

二 積極的改善措置  前号に規定する機

会に係る男女間の格差を改善するため

必要な範囲内において、男女のいずれか

一方に対し、当該機会を積極的に提供す

ることをいう。  

（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の

個人としての尊厳が重んぜられること、男女

が性別による差別的取扱いを受けないこと、

男女が個人として能力を発揮する機会が確

保されることその他の男女の人権が尊重さ

れることを旨として、行われなければならな

い。 

（社会における制度又は慣行についての配

慮）  

第四条 男女共同参画社会の形成に当たって

は、社会における制度又は慣行が、性別に

よる固定的な役割分担等を反映して、男女

の社会における活動の選択に対して中立で

ない影響を及ぼすことにより、男女共同参

画社会の形成を阻害する要因となるおそれ

があることにかんがみ、社会における制度

又は慣行が男女の社会における活動の選

択に対して及ぼす影響をできる限り中立な

ものとするように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画）  

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、

社会の対等な構成員として、国若しくは地

方公共団体における政策又は民間の団体

における方針の立案及び決定に共同して参

画する機会が確保されることを旨として、行

われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立）  

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を

構成する男女が、相互の協力と社会の支援

の下に、子の養育、家族の介護その他の家

庭生活における活動について家族の一員と

しての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動

以外の活動を行うことができるようにするこ

とを旨として、行われなければならない。 

（国際的協調）  

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が

国際社会における取組と密接な関係を有し

ていることにかんがみ、男女共同参画社会

の形成は、国際的協調の下に行われなけれ

ばならない。 

（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める

男女共同参画社会の形成についての基本

理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）

を総合的に策定し、及び実施する責務を有

する。  

（地方公共団体の責務）  

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっと

り、男女共同参画社会の形成の促進に関し、

国の施策に準じた施策及びその他のその地

方公共団体の区域の特性に応じた施策を

策定し、及び実施する責務を有する。 

（国民の責務）  

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その

他の社会のあらゆる分野において、基本理

念にのっとり、男女共同参画社会の形成に

寄与するように努めなければならない。  

（法制上の措置等）  

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策を実施するため必要な

法制上又は財政上の措置その他の措置を

講じなければならない。 

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参

画社会の形成の状況及び政府が講じた男

女共同参画社会の形成の促進に関する施

策についての報告を提出しなければならな

い。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同

参画社会の形成の状況を考慮して講じよう

とする男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策を明らかにした文書を作成し、こ

れを国会に提出しなければならない。  

第二章 男女共同参画社会の形成の

促進に関する基本的施策  

（男女共同参画基本計画）  

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策の総合的かつ計画的

な推進を図るため、男女共同参画社会の形

成の促進に関する基本的な計画（以下「男

女共同参画基本計画」という。）を定めなけ

ればならない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事

項について定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策の

大綱  

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策を総合

的か 

つ計画的に推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意

見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を

作成し、閣議の決定を求めなければならな

い。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議

の決定があったときは、遅滞なく、男女共同

参画基本計画を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画

の変更について準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等）  

第十四条  都道府県は、男女共同参画基本

計画を勘案して、当該都道府県の区域にお

ける男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策についての基本的な計画（以下

「都道府県男女共同参画計画」という。）を

定めなければならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げ

る事項について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ

長期的に講ずべき男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の

区域における男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策を総合的かつ計画

的に推進するために必要な事項  

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都

道府県男女共同参画計画を勘案して、当該

市町村の区域における男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策についての基本

的な計画（以下「市町村男女共同参画計画」

という。）を定めるように努めなければならな

い。  

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共

同参画計画又は市町村男女共同参画計画

を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これ

を公表しなければならない。  

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同

参画社会の形成に影響を及ぼすと認められ

る施策を策定し、及び実施するに当たって

は、男女共同参画社会の形成に配慮しなけ

ればならない。 

（国民の理解を深めるための措置）  

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動

等を通じて、基本理念に関する国民の理解

を深めるよう適切な措置を講じなければな

らない。 

（苦情の処理等）  

　 　　資料編
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第十七条 国は、政府が実施する男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策又は男

女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと

認められる施策についての苦情の処理のた

めに必要な措置及び性別による差別的取扱

いその他の男女共同参画社会の形成を阻

害する要因によって人権が侵害された場合

における被害者の救済を図るために必要な

措置を講じなければならない。 

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行

が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響

に関する調査研究その他の男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策の策定に

必要な調査研究を推進するように努めるも

のとする。 

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を

国際的協調の下に促進するため、外国政府

又は国際機関との情報の交換その他男女

共同参画社会の形成に関する国際的な相

互協力の円滑な推進を図るために必要な措

置を講ずるように努めるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する

支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男

女共同参画社会の形成の促進に関する施

策及び民間の団体が男女共同参画社会の

形成の促進に関して行う活動を支援するた

め、情報の提供その他の必要な措置を講ず

るように努めるものとする。 

第三章 男女共同参画会議  

（設置）  

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議

（以下「会議」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつか

さどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三

条第三項に規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大

臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女

共同参画社会の形成の促進に関する基

本的な方針、基本的な政策及び重要事

項を調査審議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審

議し、必要があると認めるときは、内閣総

理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述

べること。  

四 政府が実施する男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策の実施状況を

監視し、及び政府の施策が男女共同参

画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必

要があると認めるときは、内閣総理大臣

及び関係各大臣に対し、意見を述べるこ

と。 

（組織）  

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人

以内をもって組織する。 

（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって

充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。  

（議員） 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって

充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちか

ら、内閣総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた

識見を有する者のうちから、内閣総理大

臣が任命する者 

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定す

る議員の総数の十分の五未満であってはな

らない。 

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれ

か一方の議員の数は、同号に規定する議員

の総数の十分の四未満であってはならない。 

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。  

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任

期は、二年とする。ただし、補欠の議員の任

期は、前任者の残任期間とする。 

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されるこ

とができる。 

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行す

るために必要があると認めるときは、関係行

政機関の長に対し、監視又は調査に必要な

資料その他の資料の提出、意見の開陳、説

明その他必要な協力を求めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特

に必要があると認めるときは、前項に規定す

る者以外の者に対しても、必要な協力を依

頼することができる。 

（政令への委任）  

第二十八条 この章に定めるもののほか、会

議の組織及び議員その他の職員その他会

議に関し必要な事項は、政令で定める。 

附 則 （平成十一年六月二十三日法

律第七十八号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。  

（男女共同参画審議会設置法の廃止）  

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九

年法律第七号）は、廃止する。 

附 則 （平成十一年七月十六日法律

第百二号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正す

る法律（平成十一年法律第八十八号）の施

行の日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

一 略 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四

条第三項、第二十三条、第二十八条並び

に第三十条の規定 公布の日  

（委員等の任期に関する経過措置） 

第二十八条 この法律の施行の日の前日にお

いて次に掲げる従前の審議会その他の機

関の会長、委員その他の職員である者（任

期の定めのない者を除く。）の任期は、当該

会長、委員その他の職員の任期を定めたそ

れぞれの法律の規定にかかわらず、その日

に満了する。 

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会  

（別に定める経過措置） 

第三十条 第二条から前条までに規定するも

ののほか、この法律の施行に伴い必要とな

る経過措置は、別に法律で定める。  

附 則 （平成十一年十二月二十二日

法律第百六十号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）

は、平成十三年一月六日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

（以下略） 
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５．女性の職業生活における活躍の推進に関

する法律  

（令和元年六月五日）  

（法律第二十四号）  

第一章  総則  

（目的）  

第一条 この法律は、近年、自らの意思によっ

て職業生活を営み、又は営もうとする女性

がその個性と能力を十分に発揮して職業生

活において活躍すること（以下「女性の職業

生活における活躍」という。）が一層重要と

なっていることに鑑み、男女共同参画社会

基本法（平成十一年法律第七十八号）の基

本理念にのっとり、女性の職業生活におけ

る活躍の推進について、その基本原則を定

め、並びに国、地方公共団体及び事業主の

責務を明らかにするとともに、基本方針及び

事業主の行動計画の策定、女性の職業生

活における活躍を推進するための支援措置

等について定めることにより、女性の職業生

活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、

もって男女の人権が尊重され、かつ、急速な

少子高齢化の進展、国民の需要の多様化そ

の他の社会経済情勢の変化に対応できる

豊かで活力ある社会を実現することを目的

とする。  

（基本原則）  

第二条 女性の職業生活における活躍の推進

は、職業生活における活躍に係る男女間の

格差の実情を踏まえ、自らの意思によって

職業生活を営み、又は営もうとする女性に

対する採用、教育訓練、昇進、職種及び雇

用形態の変更その他の職業生活に関する

機会の積極的な提供及びその活用を通じ、

かつ、性別による固定的な役割分担等を反

映した職場における慣行が女性の職業生活

における活躍に対して及ぼす影響に配慮し

て、その個性と能力が十分に発揮できるよ

うにすることを旨として、行われなければな

らない。  

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、

職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、

育児、介護その他の家庭生活に関する事由

によりやむを得ず退職することが多いことそ

の他の家庭生活に関する事由が職業生活

に与える影響を踏まえ、家族を構成する男

女が、男女の別を問わず、相互の協力と社

会の支援の下に、育児、介護その他の家庭

生活における活動について家族の一員とし

ての役割を円滑に果たしつつ職業生活にお

ける活動を行うために必要な環境の整備等

により、男女の職業生活と家庭生活との円

滑かつ継続的な両立が可能となることを旨

として、行われなければならない。  

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当

たっては、女性の職業生活と家庭生活との

両立に関し、本人の意思が尊重されるべき

ものであることに留意されなければならない。  

（国及び地方公共団体の責務）  

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定め

る女性の職業生活における活躍の推進につ

いての基本原則（次条及び第五条第一項に

おいて「基本原則」という。）にのっとり、女性

の職業生活における活躍の推進に関して必

要な施策を策定し、及びこれを実施しなけ

ればならない。 （事業主の責務）  

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その

雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に

対する職業生活に関する機会の積極的な提

供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活

との両立に資する雇用環境の整備その他の

女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組を自ら実施するよう努めるとともに、

国又は地方公共団体が実施する女性の職

業生活における活躍の推進に関する施策に

協力しなければならない。  

第二章 基本方針等  

（基本方針）  

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の

職業生活における活躍の推進に関する施策

を総合的かつ一体的に実施するため、女性

の職業生活における活躍の推進に関する基

本方針（以下「基本方針」という。）を定めな

ければならない。  

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定

めるものとする。  

一 女性の職業生活における活躍の推進に

関する基本的な方向  

二 事業主が実施すべき女性の職業生活

における活躍の推進に関する取組に関す

る基本的な事項  

三 女性の職業生活における活躍の推進に

関する施策に関する次に掲げる事項  

イ 女性の職業生活における活躍を推進

するための支援措置に関する事項  

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図る

ために必要な環境の整備に関する事項  

ハ その他女性の職業生活における活躍

の推進に関する施策に関する重要事項  

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職

業生活における活躍を推進するために必要な

事項 ３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を

作成し、閣議の決定を求めなければならない。  

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議

の決定があったときは、遅滞なく、基本方針

を公表しなければならない。  

５ 前二項の規定は、基本方針の変更につい

て準用する。  

（都道府県推進計画等）  

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、

当該都道府県の区域内における女性の職

業生活における活躍の推進に関する施策に

ついての計画（以下この条において「都道府

県推進計画」という。）を定めるよう努めるも

のとする。  

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が

定められているときは、基本方針及び都道

府県推進計画）を勘案して、当該市町村の

区域内における女性の職業生活における活

躍の推進に関する施策についての計画（次

項において「市町村推進計画」という。）を定

めるよう努めるものとする。  

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計

画又は市町村推進計画を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。  

第三章 事業主行動計画等  

第一節 事業主行動計画策定指針  

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総

務大臣は、事業主が女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組を総合的かつ効

果的に実施することができるよう、基本方針

に即して、次条第一項に規定する一般事業

主行動計画及び第十九条第一項に規定す

る特定事業主行動計画（次項において「事

業主行動計画」と総称する。）の策定に関す

る指針（以下「事業主行動計画策定指針」と

いう。）を定めなければならない。  

２ 事業主行動計画策定指針においては、次

に掲げる事項につき、事業主行動計画の指

針となるべきものを定めるものとする。  

一 事業主行動計画の策定に関する基本的

な事項  

二 女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組の内容に関する事項  

三 その他女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組に関する重要事項  

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大

臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又

は変更したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。  

第二節 一般事業主行動計画等  

(一般事業主行動計画の策定等）  

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主

（以下「一般事業主」という。）であって、常

時雇用する労働者の数が三百人を超えるも

のは、事業主行動計画策定指針に即して、

一般事業主行動計画（一般事業主が実施

する女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組に関する計画をいう。以下同じ。）

を定め、厚生労働省令で定めるところにより、

厚生労働大臣に届け出なければならない。

これを変更したときも、同様とする。  

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲

げる事項を定めるものとする。  

一 計画期間  

二 女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組の実施により達成しようとする目

標  

三 実施しようとする女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組の内容及

びその実施時期  

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事

業主行動計画を定め、又は変更しようとす

るときは、厚生労働省令で定めるところによ

り、採用した労働者に占める女性労働者の

割合、男女の継続勤務年数の差異、労働時

間の状況、管理的地位にある労働者に占め

る女性労働者の割合その他のその事業にお

ける女性の職業生活における活躍に関する

状況を把握し、女性の職業生活における活

躍を推進するために改善すべき事情につい

て分析した上で、その結果を勘案して、これ

を定めなければならない。この場合において、

前項第二号の目標については、採用する労

働者に占める女性労働者の割合、男女の継

続勤務年数の差異の縮小の割合、労働時

間、管理的地位にある労働者に占める女性

労働者の割合その他の数値を用いて定量

的に定めなければならない。  

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事

業主行動計画を定め、又は変更したときは、

厚生労働省令で定めるところにより、これを

労働者に周知させるための措置を講じなけ

ればならない。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事

業主行動計画を定め、又は変更したときは、

厚生労働省令で定めるところにより、これを

公表しなければならない。  

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事

業主行動計画に基づく取組を実施するとと
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もに、一般事業主行動計画に定められた目

標を達成するよう努めなければならない。  

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働

者の数が三百人以下のものは、事業主行動

計画策定指針に即して、一般事業主行動計

画を定め、厚生労働省令で定めるところに

より、厚生労働大臣に届け出るよう努めな

ければならない。これを変更したときも、同

様とする。  

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業

主が一般事業主行動計画を定め、又は変

更しようとする場合について、第四項から第

六項までの規定は前項に規定する一般事

業主が一般事業主行動計画を定め、又は

変更した場合について、それぞれ準用する。  

（基準に適合する一般事業主の認定）  

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第

七項の規定による届出をした一般事業主か

らの申請に基づき、厚生労働省令で定める

ところにより、当該事業主について、女性の

職業生活における活躍の推進に関する取組

に関し、当該取組の実施の状況が優良なも

のであることその他の厚生労働省令で定め

る基準に適合するものである旨の認定を行

うことができる。  

（認定一般事業主の表示等）  

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（以

下「認定一般事業主」という。）は、商品、役

務の提供の用に供する物、商品又は役務の

広告又は取引に用いる書類若しくは通信そ

の他の厚生労働省令で定めるもの（次項及

び第十四条第一項において「商品等」とい

う。）に厚生労働大臣の定める表示を付する

ことができる。  

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、

商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい

表示を付してはならない。  

（認定の取消し）  

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主

が次の各号のいずれかに該当するときは、

第九条の認定を取り消すことができる。  

一 第九条に規定する基準に適合しなくな

ったと認めるとき。  

二 この法律又はこの法律に基づく命令に

違反したとき。  

三 不正の手段により第九条の認定を受け

たとき。  

（基準に適合する認定一般事業主の認定）  

第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主

からの申請に基づき、厚生労働省令で定め

るところにより、当該事業主について、女性

の職業生活における活躍の推進に関する取

組に関し、当該事業主の策定した一般事業

主行動計画に基づく取組を実施し、当該一

般事業主行動計画に定められた目標を達

成したこと、雇用の分野における男女の均

等な機会及び待遇の確保等に関する法律

（昭和四十七年法律第百十三号）第十三条

の二に規定する業務を担当する者及び育児

休業、介護休業等育児又は家族介護を行う

労働者の福祉に関する法律（平成三年法律

第七十六号）第二十九条に規定する業務を

担当する者を選任していること、当該女性

の職業生活における活躍の推進に関する取

組の実施の状況が特に優良なものであるこ

とその他の厚生労働省令で定める基準に適

合するものである旨の認定を行うことがで

きる。 （特例認定一般事業主の特例等）  

第十三条 前条の認定を受けた一般事業主

（以下「特例認定一般事業主」という。）につ

いては、第八条第一項及び第七項の規定は、

適用しない。  

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で

定めるところにより、毎年少なくとも一回、女

性の職業生活における活躍の推進に関する

取組の実施の状況を公表しなければならな

い。  

（特例認定一般事業主の表示等）  

第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に

厚生労働大臣の定める表示を付することがで

きる。 ２ 第十条第二項の規定は、前項の表

示について準用する。  

（特例認定一般事業主の認定の取消し）  

第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事

業主が次の各号のいずれかに該当するとき

は、第十二条の認定を取り消すことができ

る。  

一 第十一条の規定により第九条の認定を

取り消すとき。  

二 第十二条に規定する基準に適合しなく

なったと認めるとき。  

三 第十三条第二項の規定による公表をせ

ず、又は虚偽の公表をしたとき。  

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又

はこの法律に基づく命令に違反したとき。  

五 不正の手段により第十二条の認定を受

けたとき。  

（委託募集の特例等）  

第十六条 承認中小事業主団体の構成員で

ある中小事業主（一般事業主であって、常

時雇用する労働者の数が三百人以下のも

のをいう。以下この項及び次項において同

じ。）が、当該承認中小事業主団体をして女

性の職業生活における活躍の推進に関する

取組の実施に関し必要な労働者の募集を

行わせようとする場合において、当該承認

中小事業主団体が当該募集に従事しようと

するときは、職業安定法（昭和二十二年法

律第百四十一号）第三十六条第一項及び

第三項の規定は、当該構成員である中小事

業主については、適用しない。  

２ この条及び次条において「承認中小事業主

団体」とは、事業協同組合、協同組合連合

会その他の特別の法律により設立された組

合若しくはその連合会であって厚生労働省

令で定めるもの又は一般社団法人で中小

事業主を直接又は間接の構成員とするもの

（厚生労働省令で定める要件に該当するも

のに限る。）のうち、その構成員である中小

事業主に対して女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組を実施するための人

材確保に関する相談及び援助を行うもので

あって、その申請に基づいて、厚生労働大

臣が、当該相談及び援助を適切に行うため

の厚生労働省令で定める基準に適合する

旨の承認を行ったものをいう。  

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が

前項に規定する基準に適合しなくなったと

認めるときは、同項の承認を取り消すことが

できる。  

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定す

る募集に従事しようとするときは、厚生労働

省令で定めるところにより、募集時期、募集

人員、募集地域その他の労働者の募集に関

する事項で厚生労働省令で定めるものを厚

生労働大臣に届け出なければならない。  

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前

項の規定による届出があった場合について、

同法第五条の三第一項及び第四項、第五

条の四、第三十九条、第四十一条第二項、

第四十二条第一項、第四十二条の二、第四

十八条の三第一項、第四十八条の四、第五

十条第一項及び第二項並びに第五十一条

の規定は前項の規定による届出をして労働

者の募集に従事する者について、同法第四

十条の規定は同項の規定による届出をして

労働者の募集に従事する者に対する報酬の

供与について、同法第五十条第三項及び第

四項の規定はこの項において準用する同条

第二項に規定する職権を行う場合について、

それぞれ準用する。この場合において、同法

第三十七条第二項中「労働者の募集を行お

うとする者」とあるのは「女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する法律第十六条第

四項の規定による届出をして労働者の募集

に従事しようとする者」と、同法第四十一条

第二項中「当該労働者の募集の業務の廃止

を命じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み

替えるものとする。  

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十

二条の三の規定の適用については、同法第

三十六条第二項中「前項の」とあるのは「被

用者以外の者をして労働者の募集に従事さ

せようとする者がその被用者以外の者に与

えようとする」と、同法第四十二条の三中

「第三十九条に規定する募集受託者」とある

のは「女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律（平成二十七年法律第六十四

号）第十六条第四項の規定による届出をし

て労働者の募集に従事する者」とする。  

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に

対し、第二項の相談及び援助の実施状況に

ついて報告を求めることができる。 第十七

条  公共職業安定所は、前条第四項の規

定による届出をして労働者の募集に従事す

る承認中小事業主団体に対して、雇用情報

及び職業に関する調査研究の成果を提供し、

かつ、これらに基づき当該募集の内容又は

方法について指導することにより、当該募集

の効果的かつ適切な実施を図るものとする。  

（一般事業主に対する国の援助） 

第十八条 国は、第八条第一項若しくは第七

項の規定により一般事業主行動計画を策

定しようとする一般事業主又はこれらの規

定による届出をした一般事業主に対して、

一般事業主行動計画の策定、労働者への

周知若しくは公表又は一般事業主行動計

画に基づく措置が円滑に実施されるように

相談その他の援助の実施に努めるものとす

る。  

第三節 特定事業主行動計画  

第十九条 国及び地方公共団体の機関、それ

らの長又はそれらの職員で政令で定めるも

の（以下「特定事業主」という。）は、政令で

定めるところにより、事業主行動計画策定

指針に即して、特定事業主行動計画（特定

事業主が実施する女性の職業生活における

活躍の推進に関する取組に関する計画をい

う。以下この条において同じ。）を定めなけ

ればならない。  

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲
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げる事項を定めるものとする。  

一 計画期間  

二 女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組の実施により達成しようとする

目標 

三 実施しようとする女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組の内容及

びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定

め、又は変更しようとするときは、内閣府令

で定めるところにより、採用した職員に占め

る女性職員の割合、男女の継続勤務年数の

差異、勤務時間の状況、管理的地位にある

職員に占める女性職員の割合その他のそ

の事務及び事業における女性の職業生活に

おける活躍に関する状況を把握し、女性の

職業生活における活躍を推進するために改

善すべき事情について分析した上で、その

結果を勘案して、これを定めなければならな

い。この場合において、前項第二号の目標

については、採用する職員に占める女性職

員の割合、男女の継続勤務年数の差異の

縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある

職員に占める女性職員の割合その他の数

値を用いて定量的に定めなければならない。  

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定

め、又は変更したときは、遅滞なく、これを職

員に周知させるための措置を講じなければ

ならない。  

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定

め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。  

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定

事業主行動計画に基づく取組の実施の状

況を公表しなければならない。  

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基

づく取組を実施するとともに、特定事業主行

動計画に定められた目標を達成するよう努

めなければならない。  

第四節 女性の職業選択に資する

情報の公表  

（一般事業主による女性の職業選択に資す

る情報の公表）  

第二十条 第八条第一項に規定する一般事業

主は、厚生労働省令で定めるところにより、

職業生活を営み、又は営もうとする女性の

職業選択に資するよう、その事業における

女性の職業生活における活躍に関する次に

掲げる情報を定期的に公表しなければなら

ない。  

一 その雇用し、又は雇用しようとする女性

労働者に対する職業生活に関する機会

の提供に関する実績  

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭

生活との両立に資する雇用環境の整備

に関する実績  

２ 第八条第七項に規定する一般事業主は、

厚生労働省令で定めるところにより、職業

生活を営み、又は営もうとする女性の職業

選択に資するよう、その事業における女性

の職業生活における活躍に関する前項各号

に掲げる情報の少なくともいずれか一方を

定期的に公表するよう努めなければならな

い。  

（特定事業主による女性の職業選択に資す

る情報の公表）  

第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定め

るところにより、職業生活を営み、又は営も

うとする女性の職業選択に資するよう、その

事務及び事業における女性の職業生活にお

ける活躍に関する次に掲げる情報を定期的

に公表しなければならない。  

一 その任用し、又は任用しようとする女性

に対する職業生活に関する機会の提供

に関する実績  

二 その任用する職員の職業生活と家庭生

活との両立に資する勤務環境の整備に

関する実績  

第四章 女性の職業生活における活躍

を推進するための支援措置  

（職業指導等の措置等）  

第二十二条 国は、女性の職業生活における

活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、

職業訓練、創業の支援その他の必要な措置

を講ずるよう努めるものとする。  

２ 地方公共団体は、女性の職業生活におけ

る活躍を推進するため、前項の措置と相ま

って、職業生活を営み、又は営もうとする女

性及びその家族その他の関係者からの相

談に応じ、関係機関の紹介その他の情報の

提供、助言その他の必要な措置を講ずるよ

う努めるものとする。  

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に

係る事務の一部を、その事務を適切に実施

することができるものとして内閣府令で定め

る基準に適合する者に委託することができ

る。  

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事

する者又は当該事務に従事していた者は、

正当な理由なく、当該事務に関して知り得

た秘密を漏らしてはならない。  

（財政上の措置等）  

第二十三条 国は、女性の職業生活における

活躍の推進に関する地方公共団体の施策

を支援するために必要な財政上の措置その

他の措置を講ずるよう努めるものとする。  

（国等からの受注機会の増大）  

第二十四条 国は、女性の職業生活における

活躍の推進に資するため、国及び公庫等

（沖縄振興開発金融公庫その他の特別の法

律によって設立された法人であって政令で

定めるものをいう。）の役務又は物件の調達

に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認

定一般事業主、特例認定一般事業主その

他の女性の職業生活における活躍に関する

状況又は女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組の実施の状況が優良な

一般事業主（次項において「認定一般事業

主等」という。）の受注の機会の増大その他

の必要な施策を実施するものとする。  

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定

一般事業主等の受注の機会の増大その他

の必要な施策を実施するように努めるもの

とする。  

（啓発活動）  

第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の

職業生活における活躍の推進について、国

民の関心と理解を深め、かつ、その協力を

得るとともに、必要な啓発活動を行うものと

する。  

（情報の収集、整理及び提供）  

第二十六条 国は、女性の職業生活における

活躍の推進に関する取組に資するよう、国

内外における女性の職業生活における活躍

の状況及び当該取組に関する情報の収集、

整理及び提供を行うものとする。  

（協議会）  

第二十七条 当該地方公共団体の区域にお

いて女性の職業生活における活躍の推進に

関する事務及び事業を行う国及び地方公

共団体の機関（以下この条において「関係

機関」という。）は、第二十二条第一項の規

定により国が講ずる措置及び同条第二項の

規定により地方公共団体が講ずる措置に係

る事例その他の女性の職業生活における活

躍の推進に有用な情報を活用することによ

り、当該区域において女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組が効果的かつ

円滑に実施されるようにするため、関係機

関により構成される協議会（以下「協議会」

という。）を組織することができる。  

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方

公共団体の区域内において第二十二条第

三項の規定による事務の委託がされている

場合には、当該委託を受けた者を協議会の

構成員として加えるものとする。  

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があ

ると認めるときは、協議会に次に掲げる者を

構成員として加えることができる。  

一 一般事業主の団体又はその連合団体  

二 学識経験者  

三 その他当該関係機関が必要と認める者  

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員

（以下この項において「関係機関等」という。）

が相互の連絡を図ることにより、女性の職

業生活における活躍の推進に有用な情報を

共有し、関係機関等の連携の緊密化を図る

とともに、地域の実情に応じた女性の職業

生活における活躍の推進に関する取組につ

いて協議を行うものとする。  

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共

団体は、内閣府令で定めるところにより、そ

の旨を公表しなければならない。  

（秘密保持義務）  

第二十八条 協議会の事務に従事する者又は

協議会の事務に従事していた者は、正当な

理由なく、協議会の事務に関して知り得た

秘密を漏らしてはならない。  

（協議会の定める事項）  

第二十九条 前二条に定めるもののほか、協

議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

協議会が定める。  

第五章 雑則  

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）  

第三十条 厚生労働大臣は、この法律の施行

に関し必要があると認めるときは、第八条第

一項に規定する一般事業主又は認定一般

事業主若しくは特例認定一般事業主である

同条第七項に規定する一般事業主に対して、

報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告

をすることができる。 

 （公表） 

第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一

項の規定による公表をせず、若しくは虚偽

の公表をした第八条第一項に規定する一般

事業主又は第二十条第二項に規定する情

報に関し虚偽の公表をした認定一般事業主

若しくは特例認定一般事業主である第八条

第七項に規定する一般事業主に対し、前条

の規定による勧告をした場合において、当

該勧告を受けた者がこれに従わなかったと
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きは、その旨を公表することができる。  

（権限の委任）  

第三十二条 第八条、第九条、第十一条、第

十二条、第十五条、第十六条、第三十条及

び前条に規定する厚生労働大臣の権限は、

厚生労働省令で定めるところにより、その一

部を都道府県労働局長に委任することがで

きる。  

（政令への委任）  

第三十三条 この法律に定めるもののほか、こ

の法律の実施のため必要な事項は、政令で

定める。  

第六章 罰則  

第三十四条 第十六条第五項において準用す

る職業安定法第四十一条第二項の規定に

よる業務の停止の命令に違反して、労働者

の募集に従事した者は、一年以下の懲役又

は百万円以下の罰金に処する。  

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する

者は、一年以下の懲役又は五十万円以下

の罰金に処する。  

一 第二十二条第四項の規定に違反して秘

密を漏らした者  

二 第二十八条の規定に違反して秘密を漏

らした者  

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する

者は、六月以下の懲役又は三十万円以下

の罰金に処する。  

一 第十六条第四項の規定による届出をし

ないで、労働者の募集に従事した者  

二 第十六条第五項において準用する職業

安定法第三十七条第二項の規定による

指示に従わなかった者  

三 第十六条第五項において準用する職業

安定法第三十九条又は第四十条の規定

に違反した者  

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する

者は、三十万円以下の罰金に処する。  

一 第十条第二項（第十四条第二項におい

て準用する場合を含む。）の規定に違反した者  

二 第十六条第五項において準用する職業

安定法第五十条第一項の規定による報

告をせず、又は虚偽の報告をした者  

三 第十六条第五項において準用する職業

安定法第五十条第二項の規定による立

入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは

忌避し、又は質問に対して答弁をせず、

若しくは虚偽の陳述をした者  

四 第十六条第五項において準用する職業

安定法第五十一条第一項の規定に違反

して秘密を漏らした者  

第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは

人の代理人、使用人その他の従業者が、そ

の法人又は人の業務に関し、第三十四条、

第三十六条又は前条の違反行為をしたとき

は、行為者を罰するほか、その法人又は人

に対しても、各本条の罰金刑を科する。  

第三十九条 第三十条の規定による報告をせ

ず、又は虚偽の報告をした者は、二十万円

以下の過料に処する。 

附 則 抄  

（施行期日）  

第一条 この法律は、公布の日から施行する。

ただし、第三章（第七条を除く。）、第五章

（第二十八条を除く。）及び第六章（第三十

条を除く。）の規定並びに附則第五条の規

定は、平成二十八年四月一日から施行する。 

（この法律の失効） 

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十

一日限り、その効力を失う。 

２ 第二十二条第三項の規定による委託に係

る事務に従事していた者の当該事務に関し

て知り得た秘密については、同条第四項の

規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の

規定にかかわらず、同項に規定する日後も、

なおその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事

務に関して知り得た秘密については、第二

十八条の規定（同条に係る罰則を含む。）は、

第一項の規定にかかわらず、同項に規定す

る日後も、なおその効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰

則の適用については、この法律は、第一項

の規定にかかわらず、同項に規定する日後

も、なおその効力を有する。 

（政令への委任） 

第三条 前条第二項から第四項までに規定す

るもののほか、この法律の施行に伴い必要

な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経

過した場合において、この法律の施行の状

況を勘案し、必要があると認めるときは、こ

の法律の規定について検討を加え、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるものとす

る。 

附 則 （平成二九年三月三一日法律第一四

号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日

から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次

に一条を加える改正規定及び附則第三

十五条の規定 公布の日 

二・三 略 

四 第二条中雇用保険法第十条の四第二

項、第五十八条第一項、第六十条の二第

四項、第七十六条第二項及び第七十九

条の二並びに附則第十一条の二第一項

の改正規定並びに同条第三項の改正規

定（「百分の五十を」を「百分の八十を」に

改める部分に限る。）、第四条の規定並び

に第七条中育児・介護休業法第五十三

条第五項及び第六項並びに第六十四条

の改正規定並びに附則第五条から第八

条まで及び第十条の規定、附則第十三

条中国家公務員退職手当法（昭和二十

八年法律第百八十二号）第十条第十項

第五号の改正規定、附則第十四条第二

項及び第十七条の規定、附則第十八条

（次号に掲げる規定を除く。）の規定、附

則第十九条中高年齢者等の雇用の安定

等に関する法律（昭和四十六年法律第六

十八号）第三十八条第三項の改正規定

（「第四条第八項」を「第四条第九項」に

改める部分に限る。）、附則第二十条中

建設労働者の雇用の改善等に関する法

律（昭和五十一年法律第三十三号）第三

十条第一項の表第四条第八項の項、第

三十二条の十一から第三十二条の十五

まで、第三十二条の十六第一項及び第

五十一条の項及び第四十八条の三及び

第四十八条の四第一項の項の改正規定、

附則第二十一条、第二十二条、第二十六

条から第二十八条まで及び第三十二条

の規定並びに附則第三十三条（次号に掲

げる規定を除く。）の規定 平成三十年一

月一日 

（罰則に関する経過措置） 

第三十四条 この法律（附則第一条第四号に

掲げる規定にあっては、当該規定）の施行

前にした行為に対する罰則の適用について

は、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十五条 この附則に規定するもののほか、

この法律の施行に伴い必要な経過措置は、

政令で定める。 

附 則 （令和元年六月五日法律第二

四号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して

一年を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行す

る。 

一 第三条中労働施策の総合的な推進並

びに労働者の雇用の安定及び職業生活

の充実等に関する法律第四条の改正規

定並びに次条及び附則第六条の規定 

公布の日 

二 第二条の規定 公布の日から起算して

三年を超えない範囲内において政令で定める

日 

（罰則に関する経過措置） 

第五条 この法律の施行前にした行為に対す

る罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 

（政令への委任） 

第六条 この附則に定めるもののほか、この法

律の施行に関して必要な経過措置は、政令で

定める。 

（検討） 

第七条 政府は、この法律の施行後五年を経

過した場合において、この法律による改正

後の規定の施行の状況について検討を加

え、必要があると認めるときは、その結果に

基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
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６．配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護等に関する法律 

（平成十三年四月十三日）  

（法律第三十一号） 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊

重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と

男女平等の実現に向けた取組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる

行為をも含む重大な人権侵害であるにもかか

わらず、被害者の救済が必ずしも十分に行わ

れてこなかった。また、配偶者からの暴力の被

害者は、多くの場合女性であり、経済的自立

が困難である女性に対して配偶者が暴力を加

えることは、個人の尊厳を害し、男女平等の実

現の妨げとなっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女

平等の実現を図るためには、配偶者からの暴

力を防止し、被害者を保護するための施策を

講ずることが必要である。このことは、女性に

対する暴力を根絶しようと努めている国際社

会における取組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、

保護、自立支援等の体制を整備することによ

り、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護を図るため、この法律を制定する。 

第一章 総則  

（定義） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴

力」とは、配偶者からの身体に対する暴力

（身体に対する不法な攻撃であって生命又

は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同

じ。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を

及ぼす言動（以下この項及び第二十八条の

二において「身体に対する暴力等」と総称す

る。）をいい、配偶者からの身体に対する暴

力等を受けた後に、その者が離婚をし、又は

その婚姻が取り消された場合にあっては、

当該配偶者であった者から引き続き受ける

身体に対する暴力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者か

らの暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出

をしていないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含み、「離婚」には、婚姻の届

出をしていないが事実上婚姻関係と同様の

事情にあった者が、事実上離婚したと同様

の事情に入ることを含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者から

の暴力を防止するとともに、被害者の自立

を支援することを含め、その適切な保護を

図る責務を有する。 

第一章の二 基本方針及び都道府県

基本計画等  

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、

法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及

び次条第五項において「主務大臣」という。）

は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護のための施策に関する基本的な方針

（以下この条並びに次条第一項及び第三項

において「基本方針」という。）を定めなけれ

ばならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につ

き、次条第一項の都道府県基本計画及び同

条第三項の市町村基本計画の指針となる

べきものを定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護のための施策の内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護のための施策の実施に関

する重要事項  

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを

変更しようとするときは、あらかじめ、関係

行政機関の長に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを

変更したときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。 

（都道府県基本計画等）  

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、

当該都道府県における配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護のための施策の実

施に関する基本的な計画（以下この条にお

いて「都道府県基本計画」という。）を定めな

ければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる

事項を定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護に関する基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護のための施策の実施内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護のための施策の実施に関

する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基

本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を

勘案して、当該市町村における配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護のための

施策の実施に関する基本的な計画（以下こ

の条において「市町村基本計画」という。）を

定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計

画又は市町村基本計画を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、

都道府県基本計画又は市町村基本計画の

作成のために必要な助言その他の援助を行

うよう努めなければならない。 

第二章 配偶者暴力相談支援センター

等 

（配偶者暴力相談支援センター）  

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置す

る婦人相談所その他の適切な施設において、

当該各施設が配偶者暴力相談支援センタ

ーとしての機能を果たすようにするものとす

る。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な

施設において、当該各施設が配偶者暴力相

談支援センターとしての機能を果たすように

するよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護のた

め、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、

相談に応ずること又は婦人相談員若しく

は相談を行う機関を紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、

医学的又は心理学的な指導その他の必

要な指導を行うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する

場合にあっては、被害者及びその同伴す

る家族。次号、第六号、第五条、第八条の

三及び第九条において同じ。）の緊急時

における安全の確保及び一時保護を行う

こと。 

四 被害者が自立して生活することを促進

するため、就業の促進、住宅の確保、援

護等に関する制度の利用等について、情

報の提供、助言、関係機関との連絡調整

その他の援助を行うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利

用について、情報の提供、助言、関係機

関への連絡その他の援助を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用

について、情報の提供、助言、関係機関

との連絡調整その他の援助を行うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、

自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準

を満たす者に委託して行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務

を行うに当たっては、必要に応じ、配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護を図るた

めの活動を行う民間の団体との連携に努め

るものとする。 

（婦人相談員による相談等） 

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、

必要な指導を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第五条 都道府県は、婦人保護施設において

被害者の保護を行うことができる。 

第三章 被害者の保護  

（配偶者からの暴力の発見者による通報等）  

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶

者であった者からの身体に対する暴力に限

る。以下この章において同じ。）を受けてい

る者を発見した者は、その旨を配偶者暴力

相談支援センター又は警察官に通報するよ

う努めなければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を

行うに当たり、配偶者からの暴力によって負

傷し又は疾病にかかったと認められる者を

発見したときは、その旨を配偶者暴力相談

支援センター又は警察官に通報することが

できる。この場合において、その者の意思を

尊重するよう努めるものとする。  

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密

漏示罪の規定その他の守秘義務に関する

法律の規定は、前二項の規定により通報す

ることを妨げるものと解釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を

行うに当たり、配偶者からの暴力によって負

傷し又は疾病にかかったと認められる者を

発見したときは、その者に対し、配偶者暴力

相談支援センター等の利用について、その

有する情報を提供するよう努めなければな

らない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護

についての説明等）  

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被

害者に関する通報又は相談を受けた場合に

は、必要に応じ、被害者に対し、第三条第三

項の規定により配偶者暴力相談支援センタ

ーが行う業務の内容について説明及び助言

を行うとともに、必要な保護を受けることを

勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止）  

第八条 警察官は、通報等により配偶者から

の暴力が行われていると認めるときは、警
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察法（昭和二十九年法律第百六十二号）、

警察官職務執行法（昭和二十三年法律第

百三十六号）その他の法令の定めるところ

により、暴力の制止、被害者の保護その他

の配偶者からの暴力による被害の発生を防

止するために必要な措置を講ずるよう努め

なければならない。  

（警察本部長等の援助）  

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本

部長（道警察本部の所在地を包括する方面

を除く方面については、方面本部長。第十

五条第三項において同じ。）又は警察署長

は、配偶者からの暴力を受けている者から、

配偶者からの暴力による被害を自ら防止す

るための援助を受けたい旨の申出があり、

その申出を相当と認めるときは、当該配偶

者からの暴力を受けている者に対し、国家

公安委員会規則で定めるところにより、当

該被害を自ら防止するための措置の教示そ

の他配偶者からの暴力による被害の発生を

防止するために必要な援助を行うものとす

る。 （福祉事務所による自立支援）  

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律

第四十五号）に定める福祉に関する事務所

（次条において「福祉事務所」という。）は、

生活保護法（昭和二十五年法律第百四十

四号）、児童福祉法（昭和二十二年法律第

百六十四号）、母子及び父子並びに寡婦福

祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）そ

の他の法令の定めるところにより、被害者の

自立を支援するために必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。  

（被害者の保護のための関係機関の連携協

力）  

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道

府県警察、福祉事務所、児童相談所その他

の都道府県又は市町村の関係機関その他

の関係機関は、被害者の保護を行うに当た

っては、その適切な保護が行われるよう、相

互に連携を図りながら協力するよう努める

ものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理）  

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保

護に係る職員の職務の執行に関して被害者

から苦情の申出を受けたときは、適切かつ

迅速にこれを処理するよう努めるものとする。 

第四章 保護命令 

（保護命令）  

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する

暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生

命又は身体に対し害を加える旨を告知して

する脅迫をいう。以下この章において同じ。）

を受けた者に限る。以下この章において同

じ。）が、配偶者からの身体に対する暴力を

受けた者である場合にあっては配偶者から

の更なる身体に対する暴力（配偶者からの

身体に対する暴力を受けた後に、被害者が

離婚をし、又はその婚姻が取り消された場

合にあっては、当該配偶者であった者から

引き続き受ける身体に対する暴力。第十二

条第一項第二号において同じ。）により、配

偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者

である場合にあっては配偶者から受ける身

体に対する暴力（配偶者からの生命等に対

する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、

又はその婚姻が取り消された場合にあって

は、当該配偶者であった者から引き続き受

ける身体に対する暴力。同号において同じ。）

により、その生命又は身体に重大な危害を

受けるおそれが大きいときは、裁判所は、被

害者の申立てにより、その生命又は身体に

危害が加えられることを防止するため、当該

配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又

は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害

者が離婚をし、又はその婚姻が取り消され

た場合にあっては、当該配偶者であった者。

以下この条、同項第三号及び第四号並びに

第十八条第一項において同じ。）に対し、次

の各号に掲げる事項を命ずるものとする。

ただし、第二号に掲げる事項については、申

立ての時において被害者及び当該配偶者

が生活の本拠を共にする場合に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して六

月間、被害者の住居（当該配偶者と共に

生活の本拠としている住居を除く。以下

この号において同じ。）その他の場所にお

いて被害者の身辺につきまとい、又は被

害者の住居、勤務先その他その通常所

在する場所の付近をはいかいしてはなら

ないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して二

月間、被害者と共に生活の本拠としてい

る住居から退去すること及び当該住居の

付近をはいかいしてはならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第

一号の規定による命令を発する裁判所又は

発した裁判所は、被害者の申立てにより、そ

の生命又は身体に危害が加えられることを

防止するため、当該配偶者に対し、命令の

効力が生じた日以後、同号の規定による命

令の効力が生じた日から起算して六月を経

過する日までの間、被害者に対して次の各

号に掲げるいずれの行為もしてはならない

ことを命ずるものとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるよ

うな事項を告げ、又はその知り得る状態に

置くこと。 三 著しく粗野又は乱暴な言動

をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急や

むを得ない場合を除き、連続して、電話

をかけ、ファクシミリ装置を用いて送信し、

若しくは電子メールを送信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十

時から午前六時までの間に、電話をかけ、

ファクシミリ装置を用いて送信し、又は電

子メールを送信すること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快

又は嫌悪の情を催させるような物を送付

し、又はその知り得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はそ

の知り得る状態に置くこと。 

八 その性的羞（しゆう）恥心を害する事項

を告げ、若しくはその知り得る状態に置

き、又はその性的羞恥心を害する文書、

図画その他の物を送付し、若しくはその

知り得る状態に置くこと。 

３ 第一項本文に規定する場合において、被害

者がその成年に達しない子（以下この項及

び次項並びに第十二条第一項第三号にお

いて単に「子」という。）と同居しているとき

であって、配偶者が幼年の子を連れ戻すと

疑うに足りる言動を行っていることその他の

事情があることから被害者がその同居して

いる子に関して配偶者と面会することを余

儀なくされることを防止するため必要がある

と認めるときは、第一項第一号の規定によ

る命令を発する裁判所又は発した裁判所は、

被害者の申立てにより、その生命又は身体

に危害が加えられることを防止するため、当

該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以

後、同号の規定による命令の効力が生じた

日から起算して六月を経過する日までの間、

当該子の住居（当該配偶者と共に生活の本

拠としている住居を除く。以下この項におい

て同じ。）、就学する学校その他の場所にお

いて当該子の身辺につきまとい、又は当該

子の住居、就学する学校その他その通常所

在する場所の付近をはいかいしてはならな

いことを命ずるものとする。 

ただし、当該子が十五歳以上であるときは、

その同意がある場合に限る。 

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶

者が被害者の親族その他被害者と社会生

活において密接な関係を有する者（被害者

と同居している子及び配偶者と同居してい

る者を除く。以下この項及び次項並びに第

十二条第一項第四号において「親族等」と

いう。）の住居に押し掛けて著しく粗野又は

乱暴な言動を行っていることその他の事情

があることから被害者がその親族等に関し

て配偶者と面会することを余儀なくされるこ

とを防止するため必要があると認めるとき

は、第一項第一号の規定による命令を発す

る裁判所又は発した裁判所は、被害者の申

立てにより、その生命又は身体に危害が加

えられることを防止するため、当該配偶者に

対し、命令の効力が生じた日以後、同号の

規定による命令の効力が生じた日から起算

して六月を経過する日までの間、当該親族

等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠と

している住居を除く。以下この項において同

じ。）その他の場所において当該親族等の

身辺につきまとい、又は当該親族等の住居、

勤務先その他その通常所在する場所の付

近をはいかいしてはならないことを命ずるも

のとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十

五歳未満の子を除く。以下この項において

同じ。）の同意（当該親族等が十五歳未満の

者又は成年被後見人である場合にあっては、

その法定代理人の同意）がある場合に限り、

することができる。  

（管轄裁判所） 

第十一条 前条第一項の規定による命令の申

立てに係る事件は、相手方の住所（日本国

内に住所がないとき又は住所が知れないと

きは居所）の所在地を管轄する地方裁判所

の管轄に属する。 

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、

次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判

所にもすることができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地  

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に

対する暴力又は生命等に対する脅迫が

行われた地 

（保護命令の申立て）  

第十二条 第十条第一項から第四項までの規

定による命令（以下「保護命令」という。）の

申立ては、次に掲げる事項を記載した書面

でしなければならない。 
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一 配偶者からの身体に対する暴力又は生

命等に対する脅迫を受けた状況  

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力

又は配偶者からの生命等に対する脅迫

を受けた後の配偶者から受ける身体に対

する暴力により、生命又は身体に重大な

危害を受けるおそれが大きいと認めるに

足りる申立ての時における事情 

三 第十条第三項の規定による命令の申立

てをする場合にあっては、被害者が当該

同居している子に関して配偶者と面会す

ることを余儀なくされることを防止するた

め当該命令を発する必要があると認める

に足りる申立ての時における事情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立

てをする場合にあっては、被害者が当該

親族等に関して配偶者と面会することを

余儀なくされることを防止するため当該

命令を発する必要があると認めるに足り

る申立ての時における事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又

は警察職員に対し、前各号に掲げる事項

について相談し、又は援助若しくは保護

を求めた事実の有無及びその事実があ

るときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又

は当該警察職員の所属官署の名称  

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求

めた日時及び場所  

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の

内容  

ニ 相談又は申立人の求めに対して執ら

れた措置の内容  

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項

第五号イからニまでに掲げる事項の記載が

ない場合には、申立書には、同項第一号か

ら第四号までに掲げる事項についての申立

人の供述を記載した書面で公証人法（明治

四十一年法律第五十三号）第五十八条ノ二

第一項の認証を受けたものを添付しなけれ

ばならない。  

（迅速な裁判）  

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係

る事件については、速やかに裁判をするも

のとする。  

（保護命令事件の審理の方法）  

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方

が立ち会うことができる審尋の期日を経な

ければ、これを発することができない。ただ

し、その期日を経ることにより保護命令の申

立ての目的を達することができない事情が

あるときは、この限りでない。  

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニ

までに掲げる事項の記載がある場合には、

裁判所は、当該配偶者暴力相談支援センタ

ー又は当該所属官署の長に対し、申立人が

相談し又は援助若しくは保護を求めた際の

状況及びこれに対して執られた措置の内容

を記載した書面の提出を求めるものとする。

この場合において、当該配偶者暴力相談支

援センター又は当該所属官署の長は、これ

に速やかに応ずるものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、

前項の配偶者暴力相談支援センター若しく

は所属官署の長又は申立人から相談を受

け、若しくは援助若しくは保護を求められた

職員に対し、同項の規定により書面の提出

を求めた事項に関して更に説明を求めるこ

とができる。  

（保護命令の申立てについての決定等）  

第十五条 保護命令の申立てについての決定

には、理由を付さなければならない。ただし、

口頭弁論を経ないで決定をする場合には、

理由の要旨を示せば足りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送

達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは

審尋の期日における言渡しによって、その効

力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、

速やかにその旨及びその内容を申立人の

住所又は居所を管轄する警視総監又は道

府県警察本部長に通知するものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が

配偶者暴力相談支援センターの職員に対し

相談し、又は援助若しくは保護を求めた事

実があり、かつ、申立書に当該事実に係る

第十二条第一項第五号イからニまでに掲げ

る事項の記載があるときは、裁判所書記官

は、速やかに、保護命令を発した旨及びそ

の内容を、当該申立書に名称が記載された

配偶者暴力相談支援センター（当該申立書

に名称が記載された配偶者暴力相談支援

センターが二以上ある場合にあっては、申

立人がその職員に対し相談し、又は援助若

しくは保護を求めた日時が最も遅い配偶者

暴力相談支援センター）の長に通知するも

のとする。  

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告）  

第十六条 保護命令の申立てについての裁判

に対しては、即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影

響を及ぼさない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令

の取消しの原因となることが明らかな事情

があることにつき疎明があったときに限り、

抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告に

ついての裁判が効力を生ずるまでの間、保

護命令の効力の停止を命ずることができる。

事件の記録が原裁判所に存する間は、原裁

判所も、この処分を命ずることができる。 

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の

規定による命令の効力の停止を命ずる場合

において、同条第二項から第四項までの規

定による命令が発せられているときは、裁判

所は、当該命令の効力の停止をも命じなけ

ればならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服

を申し立てることができない。 

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定

による命令を取り消す場合において、同条

第二項から第四項までの規定による命令が

発せられているときは、抗告裁判所は、当該

命令をも取り消さなければならない。 

７ 前条第四項の規定による通知がされてい

る保護命令について、第三項若しくは第四

項の規定によりその効力の停止を命じたと

き又は抗告裁判所がこれを取り消したとき

は、裁判所書記官は、速やかに、その旨及び

その内容を当該通知をした配偶者暴力相

談支援センターの長に通知するものとする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項

の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取

り消した場合について準用する。 

（保護命令の取消し）  

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該

保護命令の申立てをした者の申立てがあっ

た場合には、当該保護命令を取り消さなけ

ればならない。第十条第一項第一号又は第

二項から第四項までの規定による命令にあ

っては同号の規定による命令が効力を生じ

た日から起算して三月を経過した後におい

て、同条第一項第二号の規定による命令に

あっては当該命令が効力を生じた日から起

算して二週間を経過した後において、これら

の命令を受けた者が申し立て、当該裁判所

がこれらの命令の申立てをした者に異議が

ないことを確認したときも、同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一

号の規定による命令を発した裁判所が前項

の規定により当該命令を取り消す場合につ

いて準用する。 

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、

前二項の場合について準用する。  

（第十条第一項第二号の規定による命令の

再度の申立て）  

第十八条 第十条第一項第二号の規定による

命令が発せられた後に当該発せられた命令

の申立ての理由となった身体に対する暴力

又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理

由とする同号の規定による命令の再度の申

立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共

に生活の本拠としている住居から転居しよ

うとする被害者がその責めに帰することの

できない事由により当該発せられた命令の

効力が生ずる日から起算して二月を経過す

る日までに当該住居からの転居を完了する

ことができないことその他の同号の規定に

よる命令を再度発する必要があると認める

べき事情があるときに限り、当該命令を発

するものとする。ただし、当該命令を発する

ことにより当該配偶者の生活に特に著しい

支障を生ずると認めるときは、当該命令を

発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二

条の規定の適用については、同条第一項各

号列記以外の部分中「次に掲げる事項」と

あるのは「第一号、第二号及び第五号に掲

げる事項並びに第十八条第一項本文の事

情」と、同項第五号中「前各号に掲げる事項」

とあるのは「第一号及び第二号に掲げる事

項並びに第十八条第一項本文の事情」と、

同条第二項中「同項第一号から第四号まで

に掲げる事項」とあるのは「同項第一号及び

第二号に掲げる事項並びに第十八条第一

項本文の事情」とする。  

（事件の記録の閲覧等）  

第十九条 保護命令に関する手続について、

当事者は、裁判所書記官に対し、事件の記

録の閲覧若しくは謄写、その正本、謄本若し

くは抄本の交付又は事件に関する事項の証

明書の交付を請求することができる。ただし、

相手方にあっては、保護命令の申立てに関

し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審尋

の期日の指定があり、又は相手方に対する

保護命令の送達があるまでの間は、この限

りでない。  

（法務事務官による宣誓認証）  

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はそ

の支局の管轄区域内に公証人がいない場合

又 
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は公証人がその職務を行うことができない

場合には、法務大臣は、当該法務局若しく

は地方法務局又はその支局に勤務する法

務事務官に第十二条第二項（第十八条第

二項の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）の認証を行わせることができる。  

（民事訴訟法の準用）  

第二十一条 この法律に特別の定めがある場

合を除き、保護命令に関する手続に関して

は、その性質に反しない限り、民事訴訟法

（平成八年法律第百九号）の規定を準用す

る。  

（最高裁判所規則）  

第二十二条 この法律に定めるもののほか、

保護命令に関する手続に関し必要な事項は、

最高裁判所規則で定める。  

第五章 雑則  

（職務関係者による配慮等）  

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者

の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある

者（次項において「職務関係者」という。）は、

その職務を行うに当たり、被害者の心身の

状況、その置かれている環境等を踏まえ、

被害者の国籍、障害の有無等を問わずその

人権を尊重するとともに、その安全の確保

及び秘密の保持に十分な配慮をしなければ

ならない。  

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対

し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特

性等に関する理解を深めるために必要な研

修及び啓発を行うものとする。 

（教育及び啓発）  

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者

からの暴力の防止に関する国民の理解を深

めるための教育及び啓発に努めるものとす

る。  

（調査研究の推進等）  

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護に資

するため、加害者の更生のための指導の方

法、被害者の心身の健康を回復させるため

の方法等に関する調査研究の推進並びに

被害者の保護に係る人材の養成及び資質

の向上に努めるものとする。  

（民間の団体に対する援助）  

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者

からの暴力の防止及び被害者の保護を図

るための活動を行う民間の団体に対し、必

要な援助を行うよう努めるものとする。  

（都道府県及び市の支弁）  

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる

費用を支弁しなければならない。  

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲

げる業務を行う婦人相談所の運営に要

する費用（次号に掲げる費用を除く。）  

二 第三条第三項第三号の規定に基づき

婦人相談所が行う一時保護（同条第四

項に規定する厚生労働大臣が定める基

準を満たす者に委託して行う場合を含

む。）に要する費用  

三 第四条の規定に基づき都道府県知事

の委嘱する婦人相談員が行う業務に要

する費用  

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う

保護（市町村、社会福祉法人その他適当

と認める者に委託して行う場合を含む。）

及びこれに伴い必要な事務に要する費用  

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委

嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用

を支弁しなければならない。  

（国の負担及び補助）  

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、

都道府県が前条第一項の規定により支弁し

た費用のうち、同項第一号及び第二号に掲

げるものについては、その十分の五を負担

するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に

掲げる費用の十分の五以内を補助すること

ができる。  

一 都道府県が前条第一項の規定により支

弁した費用のうち、同項第三号及び第四

号に掲げるもの  

二 市が前条第二項の規定により支弁した

費用  

第五章の二 補則  

（この法律の準用）  

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から

前章までの規定は、生活の本拠を共にする

交際（婚姻関係における共同生活に類する

共同生活を営んでいないものを除く。）をす

る関係にある相手からの暴力（当該関係に

ある相手からの身体に対する暴力等をいい、

当該関係にある相手からの身体に対する暴

力等を受けた後に、その者が当該関係を解

消した場合にあっては、当該関係にあった

者から引き続き受ける身体に対する暴力等

を含む。）及び当該暴力を受けた者につい

て準用する。この場合において、これらの規

定中「配偶者からの暴力」とあるのは「第二

十八条の二に規定する関係にある相手から

の暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に

掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替

えるものとする。  

第二条 被害者 被害者（第

二十八条の

二に規定す

る関係にあ

る相手から

の暴力を受

けた者をい

う。以下同

じ。） 

第六条第

一項 

配偶者又

は配偶者

であった者 

同条に規定

する関係に

ある相手又

は同条に規

定する関係

にある相手

であった者 

第十条第

一 項 か ら

第 四 項 ま

で、第十一

条第二項

第二号、第

十二条第

一項第一

号 か ら 第

四号まで及

び第十八

条第一項 

配偶者 第二十八条

の二に規定

する関係に

ある相手 

第十条第

一項 

離婚をし、

又 は その

第二十八条

の二に規定

婚姻が取

り消された

場合 

する関係を

解消した場

合 

第六章 罰則  

第二十九条 保護命令（前条において読み替

えて準用する第十条第一項から第四項まで

の規定によるものを含む。次条において同

じ。）に違反した者は、一年以下の懲役又は

百万円以下の罰金に処する。  

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項

の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）又は第二十八条の二において読み替

えて準用する第十二条第一項（第二十八条

の二において準用する第十八条第二項の

規定により読み替えて適用する場合を含

む。）の規定により記載すべき事項について

虚偽の記載のある申立書により保護命令の

申立てをした者は、十万円以下の過料に処

する。 

 

附  則〔令和元年法律第四十六号 

〔抄〕〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和二年四月一日から

施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条

の規定 公布の日 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第四条 前二条に規定するもののほか、この

法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令

で定める。 

（検討等） 

第八条 政府は、附則第一条第一号に掲げる

規定の施行後三年を目途に、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護等に関する

法律第六条第一項及び第二項の通報の対

象となる同条第一項に規定する配偶者から

の暴力の形態並びに同法第十条第一項か

ら第四項までの規定による命令の申立てを

することができる同条第一項に規定する被

害者の範囲の拡大について検討を加え、そ

の結果に基づいて必要な措置を講ずるもの

とする。 

２ 政府は、附則第一条第一号に掲げる規定

の施行後三年を目途に、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護等に関する法律

第一条第一項に規定する配偶者からの暴

力に係る加害者の地域社会における更生の

ための指導及び支援の在り方について検討

を加え、その結果に基づいて必要な措置を

講ずるものとする。 
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７．青森県男女共同参画推進条例 

（平成十三年七月四日） 

（青森県条例第五十号） 

 

私たちが目指す二十一世紀の社会は、真の

男女平等が達成され、かつ、男女が共に個人

として尊重される男女共同参画社会である。

それは、すべての人が、性別にかかわりなく個

人として尊重され、自らの意思と選択に基づい

て自分らしく生きることができる社会である。 

青森県においても、国際社会や国の動向を

踏まえつつ、男女平等の実現を目指して着実

に取組を進めてきた。しかし、依然として性別

による固定的な役割分担意識やこれに基づく

社会慣行が根強く存在し、真の男女平等の実

現には多くの課題が残されている。 

少子高齢化の進展等急速に変化する経済・

社会環境の下で、本県の未来に明るい展望を

拓き、先人たちが築き上げた古からの文化や

歴史と、世界に誇り得る豊かな自然を享受し

ながら、次世代を担う子どもが健やかに生ま

れ心豊かに育まれ、将来にわたって活力にあ

ふれる地域社会を築いていくためには、男女

が共に、家庭、職場、地域など社会のあらゆる

分野の活動に対等な立場で参画し、喜びと責

任を分かち合う男女共同参画を進めていくこ

とが重要である。 

このような認識に立ち、ここに、私たちは男

女共同参画社会の実現を目指すことを決意し、

県、事業者及び県民の取組を総合的かつ計画

的に推進するため、この条例を制定する。 

（目的） 

第一条 この条例は、男女共同参画の推進に

ついて、基本理念を定め、並びに県、事業者

及び県民の責務を明らかにするとともに、男

女共同参画の推進に関する施策の基本とな

る事項を定めることにより、男女共同参画の

推進に関する施策を総合的かつ計画的に

推進し、もって男女共同参画社会の形成に

寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

一 男女共同参画  男女が、社会の対等

な構成員として、自らの意思によって社

会のあらゆる分野における活動に参画す

る機会が確保され、並びに当該機会が確

保されることにより男女が均等に政治的、

経済的、社会的及び文化的利益を享受

し、かつ、共に責任を担うことをいう。 

二 積極的改善措置  前号に規定する機

会に係る男女間の格差を改善するため

必要な範囲内において、男女のいずれか

一方に対し、当該機会を積極的に提供す

ることをいう。 

（基本理念） 

第三条 男女共同参画の推進は、男女が性別

による差別的取扱いを受けることなく、個人

として能力を発揮できる機会が確保される

こと、夫婦・男女間の暴力が根絶されること

その他男女の人権が尊重されることを基本

として、行われなければならない。 

２ 男女共同参画の推進に当たっては、社会に

おける制度又は慣行が、性別による固定的

な役割分担等を反映して、男女の社会にお

ける活動の選択に対して中立でない影響を

及ぼすことにより、男女共同参画の推進を

阻害する要因となるおそれがあることにか

んがみ、社会における制度又は慣行が男女

の社会における活動の選択に対して及ぼす

影響をできる限り中立なものとするよう配

慮されなければならない。 

３ 男女共同参画の推進は、男女が、社会の対

等な構成員として、県における政策又は民

間の団体における方針の立案及び決定に共

同して参画する機会が確保されることを基

本として、行われなければならない。 

４ 男女共同参画の推進は、男女が、相互の協

力と社会の理解の下に、子どもを健やかに

養育すること、家族を介護することその他の

家庭生活における活動について家族の一員

としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活

動以外の活動を行うことができるようにする

ことを基本として、行われなければならない。 

５ 男女共同参画の推進は、男女が互いの身

体的特徴を理解し合うことにより、生涯にわ

たる健康と権利が尊重されることを基本とし

て、行われなければならない。 

 （県の責務） 

第四条 県は、前条に定める男女共同参画の

推進についての基本理念（以下「基本理念」

という。）に基づき、男女共同参画の推進に

関する施策（積極的改善措置を含む。以下

同じ。）を総合的に策定し、及びこれを実施

するものとする。 

 （事業者の責務） 

第五条 事業者は、基本理念に基づき、その

事業活動に関し、男女共同参画社会の形成

に寄与するよう努めるとともに、県が実施す

る男女共同参画の推進に関する施策に協

力するよう努めなければならない。 

 （県民の責務） 

第六条 県民は、基本理念に基づき、男女共

同参画社会の形成に寄与するよう努めると

ともに、県が実施する男女共同参画の推進

に関する施策に協力するよう努めなければ

ならない。 

 （男女共同参画の状況等の公表） 

第七条 知事は、毎年、男女共同参画の状況、

男女共同参画の推進に関する施策の実施

状況等を公表しなければならない。 

 （基本計画） 

第八条 知事は、男女共同参画の推進に関す

る施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、その施策に関する基本的な計画（以下

「基本計画」という。）を定めなければならな

い。 

２ 基本計画には、次に掲げる事項を定めるも

のとする。 

 一 男女共同参画の推進に関する施策の大

綱に関する事項 

 二 男女共同参画の推進に関する施策の実

施についての総合調整に関する事項 

 三 その他男女共同参画の推進に関する施

策の推進のために必要な事項 

３ 知事は、基本計画を定めようとするときは、

あらかじめ、青森県男女共同参画審議会の

意見を聴くとともに、県民の意見を反映させ

るために必要な措置を講じなければならな

い。 

４ 知事は、基本計画を定めたときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、基本計画の変更につい

て準用する。 

 （施策の策定等に当たっての配慮） 

第九条 県は、男女共同参画の推進に影響を

及ぼすと認められる施策を策定し、及びこ

れを実施するに当たっては、男女共同参画

の推進に配慮するものとする。 

２ 県は、文書、図画等の作成に当たっては、

性別による固定的な役割分担等を助長し、

又は連想させるような表現を用いることによ

り男女共同参画の推進に影響を及ぼすこと

のないよう配慮するものとする。 

 （教育及び学習の振興等） 

第十条 県は、事業者及び県民の男女共同参

画についての理解を深めるため、教育及び

学習の振興、広報活動の充実等必要な措置

を講ずるものとする。 

 （苦情等の処理） 

第十一条 県は、男女共同参画の推進に関す

る施策及び男女共同参画の推進に影響を

及ぼすと認められる施策についての苦情並

びにこれらの施策に対する意見を処理する

ために必要な措置を講ずるものとする。 

 （性別による権利侵害の防止等） 

第十二条 県は、セクシュアル・ハラスメント、

夫婦・男女間の暴力等の防止に努めるとと

もに、これらの被害を受けた者に対し、必要

な支援措置を講ずるよう努めるものとする。 

 （調査・研究） 

第十三条 県は、事業者及び県民による男女

共同参画への取組に関する調査・研究その

他の男女共同参画の推進に関する調査・研

究を行うものとする。 

 （支援） 

第十四条 県は、男女共同参画の推進に関す

る活動を行う事業者及び県民に対し、必要

な助言及び協力その他の支援措置を講ず

るものとする。 

２ 県は、市町村が男女共同参画の推進に関

する施策を実施する場合には、必要な助言

及び協力その他の支援措置を講ずるものと

する。 

 （財政上の措置） 

第十五条 県は、男女共同参画の推進に関す

る施策を推進するために必要な財政上の措

置を講ずるよう努めるものとする。 

  附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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８．男女共同参画推進に関する社会の動き

◎委員長 〇副委員長

年 国連・世界の動き 日本の動き 青森県の動き

１９４５
(昭和２０)

国際連合設立

１９４６
(昭和２１)

国連婦人の地位委員会設立

１９７５
(昭和５０)

第１回世界女性会議（国際
婦人年世界会議）開催（メ
キシコシティ）
「世界行動計画」採択

総理府に婦人問題企画推進
本部設置
婦人問題企画推進会議開催

１９７６
(昭和５１)

「国連婦人の十年」
（1976-85）
(目標：平等、発展、平和)

１９７７
(昭和５２)

「国内行動計画」策定
「国立婦人教育会館」設置
※後の「国立女性教育会館
（NWEC）」

婦人行政の窓口を生活福祉
部児童家庭課に設置

１９７９
(昭和５４)

国連第３４回総会
「女子差別撤廃条約」採択

「青森県婦人問題対策推進
委員会」設置

１９８０
(昭和５５)

第２回世界女性会議（「国
連婦人の十年」中間年世界
会議）開催（コペンハーゲ
ン）
「国連婦人の十年後半期行
動プログラム」採択

企画部に青少年婦人室設置
（婦人行政総合調整窓口）
「青森県婦人行動計画」策
定
「青森県婦人問題行政連絡
会議」、「青森県女性団体
連絡会」設立

１９８１
(昭和５６)

「国内行動計画後期重点目
標」策定

「青森県婦人行動計画推進
計画」策定

１９８５
(昭和６０)

第３回世界女性会議（「国
連婦人の十年」最終年世界
会議）開催（ナイロビ）
「婦人の地位向上のための
ナイロビ将来戦略」採択

「国籍法」改正
「男女雇用機会均等法」公
布
「女子差別撤廃条約」批准

１９８６
(昭和６１)

婦人問題企画推進本部拡
充：構成を全省庁に拡大
婦人問題企画推進有識者会
議開催

「青森県の婦人対策に関す
る提言」青森県婦人問題対
策推進委員会が知事に提出
婦人政策を「青森県長期総
合プラン」の重点施策とし
て位置付け

１９８７
(昭和６２)

「西暦２０００年に向けて
の新国内行動計画」策定

１９８９
(平成元)

学習指導要領の改訂（高等
学校家庭科の男女必修化）

「新青森県婦人行動計画」
策定

１９９０
（平成２年）

国連婦人の地位委員会拡大
会期
国連経済社会理事会「婦人
の地位向上のためのナイロ
ビ将来戦略に関する第１回
見直しと評価に伴う勧告及
び結論」採択
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年 国連・世界の動き 日本の動き 青森県の動き

１９９１
(平成３)

「育児休業法」公布
「新国内行動計画（第一次
改定）」“共同参加”から
“共同参画”へ、“婦人”
から一部を除き“女性”へ

１９９２
(平成４)

初代婦人問題担当大臣の任
命

１９９３
(平成5)

青少年婦人室から青少年女
性課へ改組

１９９４
(平成６)

「開発と女性」に関する第
２回アジア・太平洋大臣会
議（ジャカルタ）
「ジャカルタ宣言及び行動
計画」採択
国際人口・開発会議開催
（カイロ）
「カイロ宣言及び国内行動
計画」採択（「リプロダク
ティブ・ヘルス/ライツ」の
概念をはじめて公式提唱）

総理府に男女共同参画室、
男女共同参画審議会(政令)、
男女共同参画推進本部設置

１９９５
(平成７)

第４回世界女性会議（北
京）開催
「北京宣言及び行動綱領」
採択

「育児休業法」の改正（介
護休業制度の法制化）
※一部平成11年施行
「育児・介護休業法」へ

第４回世界女性会議NGO
フォーラムに県内女性１０
名を派遣

１９９６
(平成８)

男女共同参画推進連携会議
（えがりてネットワーク）
発足
男女共同参画推進本部「男
女共同参画２０００年プラ
ン」策定
「優生保護法」改正「母体
保護法」へ

青少年女性課から女性政策
課へ改組
「青森県婦人問題行政連絡
会議」を「女性行政推進連
絡会議」に、「青森県婦人
問題対策推進委員会」を
「女性政策懇話会」に改正

１９９７
(平成９)

男女共同参画審議会設置(法
律)
「男女雇用機会均等法」改
正(セクハラへの事業主配慮
義務を規定)
「介護保険法」公布

「新青森県長期総合プラ
ン」策定、男女共同参画社
会推進を戦略プロジェクト
として位置付け
青森県男女共同参画に関す
る意識調査実施

１９９９
(平成１１)

「男女共同参画社会基本
法」公布、施行
「食料・農業・農村基本
法」公布、施行（女性の参
画の促進を規定）

２０００
(平成１２)

国連特別総会「女性２００
０年会議」開催

「男女共同参画基本計画」
閣議決定
「国の審議会における女性
委員の登用について」男女
共同参画推進本部決定
「ストーカー規制法」公布、
施行

「あおもり男女共同参画プ
ラン２１」策定
女性政策課から男女共同参
画課へ改組
「青森県女性行政推進連絡
会議」を「男女共同参画推
進連絡会議」に改正

- 52 -

　 　　資料編



年 国連・世界の動き 日本の動き 青森県の動き

２００１
(平成１３)

男女共同参画会議、男女共
同参画局設置
「配偶者暴力防止法」公布、
施行
第１回男女共同参画週間
「仕事と子育ての両立支援
策の方針について」閣議決
定
「女性に対する暴力をなく
す運動について」男女共同
参画推進本部決定

「青森県男女共同参画セン
ター」開館
「青森県男女共同参画推進
条例」公布、施行
「青森県に男女共同参画社
会をつくる県民運動推進協
議会」、「青森県男女共同
参画審議会」設置

２００２
(平成１４)

男女共同参画課から青少
年・男女共同参画課(男女共
同参画グループ )へ改組
「あおもり男女共同参画プ
ラン２１改訂版」策定

２００３
(平成１５)

「女性のチャレンジ支援策
の推進について」男女共同
参画推進本部決定
「次世代育成支援対策推進
法」公布、施行
「少子化社会対策基本法」
公布、施行

青森県男女共同参画に関す
る意識調査実施
「青森県男女共同参画推進
本部」設置

２００４
(平成１６)

「女性国家公務員の採用・
登用の拡大等について」男
女共同参画推進本部決定
「配偶者暴力防止法」改正
「少子化社会対策大綱」閣
議決定
「刑法」改正（強姦、強制
わいせつ等の罪の法定刑を
引き上げ、集団強姦、人身
売買罪等の創設

青森県の基本計画「生活創
造推進プラン」策定、男女
共同参画の推進を「５つの
社会を実現するための仕組
みづくり」として位置付け

２００５
(平成１７)

第４９回国連婦人の地位委
員会「北京＋１０」開催
1995年開催の第４回世界
女性会議（北京会議）から
１０年目に当たることを記
念した閣僚級会合

「男女共同参画基本計画(第
２次)」閣議決定
「女性の再チャレンジ支援
プラン」女性の再チャレン
ジ支援策検討会議で策定

「配偶者からの暴力防止及
び被害者支援計画」策定

２００６
(平成１８)

東アジア男女共同参画担当
大臣会合（東京）

「国の審議会等における女
性委員の登用の促進につい
て」男女共同参画推進本部
決定
「政策・方針決定過程への
女性の参画の拡大に係る数
値目標のフォローアップに
ついての意見」男女共同参
画会議決定
「男女雇用機会均等法」、
「労働基準法」改正
「女性の再チャレンジ支援
プラン」改定

青森県が実施する男女共同
参画の推進に関する施策等
への苦情処理制度開始
「青森県男女共同参画セン
ター」に指定管理者制度導
入
「青森県に男女共同参画社
会をつくる県民運動推進協
議会」が「青森県男女共同
参画推進協議会」に変更
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年 国連・世界の動き 日本の動き 青森県の動き

２００７
(平成１９)

第2回東アジア男女共同参
画担当大臣会合（インド）

「配偶者暴力防止法」改正、
「短時間労働者の雇用管理
の改善等に関する法律」改
正
「子どもと家族を応援する
日本」重点戦略取りまとめ
「仕事と生活の調和(ワー
ク・ライフ・バランス)憲
章」及び「仕事と生活の調
和推進のための行動指針」
策定

「あおもり男女共同参画プ
ラン２１」を「新あおもり
男女共同参画プラン２１」
に改定

２００８
(平成２０)

「女性の参加加速プログラ
ム」男女共同参画推進本部
決定
配偶者からの暴力防止と被
害者支援に関する全国会議
（DV全国会議）開催

「青森県基本計画未来への
挑戦」策定、男女共同参画
の推進を４つの分野にまた
がる重要な視点として位置
付け

２００９
(平成２１)

男女共同参画シンボルマー
ク決定、「育児・介護休業
法」改正
DV相談ナビ開設

「配偶者からの暴力防止及
び被害者支援計画」改定
青森県男女共同参画に関す
る意識調査実施

２０１０
(平成２２)

第５４回国連婦人の地位委
員会「北京＋１５」開催

「仕事と生活の調和(ワー
ク・ライフ・バランス)憲
章」及び「仕事と生活の調
和推進のための行動指針」
改定
「第３次男女共同参画基本
計画」閣議決定

２０１１
(平成２３)

UN Women(国連女性機関)
正式発足

２０１２
(平成２４）

第５６回国連婦人の地位委
員会開催
「自然災害におけるジェン
ダー平等と女性のエンパ
ワーメント」等採択

「『女性の活躍促進による
経済活性化』行動計画～働
く「なでしこ」大作戦～」
策定

「第３次あおもり男女共同
参画プラン２１」策定

２０１４
(平成２６)

第５８回国連婦人の地位委
員会開催
優先テーマとして「女性及
び女児に対するミレニアム
開発目標（MDGs）実施に
おける課題及び成果」

「『日本再興戦略』改訂
2014」閣議決定、「女性
が輝く日本」の実現を掲げ
る

「第３次青森県DV防止・
被害者支援計画」策定

２０１５
(平成２７)

第５９回国連婦人の地位委
員会「北京＋２０」開催
第３回国連防災世界会議
（仙台）「仙台防災枠組
2015-2030」採択、「女
性と若者のリーダーシップ
の促進」を指導原則として
盛り込む
国連サミット「持続可能な
開発のための２０３０ア
ジェンダ」(SDGs)採択

「女性活躍加速のための重
点方針２０１５」策定
「女性の職業生活における
活躍の推進に関する法律」
公布、施行
「第４次男女共同参画基本
計画」閣議決定

青森県男女共同参画に関す
る意識調査の実施
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年 国連・世界の動き 日本の動き 青森県の動き

２０１６
(平成２８)

Ｇ７伊勢志摩サミット「女
性の能力開花のためのＧ７
行動指針」及び「女性の理
系キャリア促進のためのイ
ニシアティブ(WINDS)」に
合意

「女性の職業生活における
活躍の推進に関する法律」
完全施行
「女性活躍加速のための重
点方針２０１６」策定
「女性の活躍推進のための
開発戦略」、「SDGs実施
指針」策定

２０１７
(平成２９)

Ｇ７タオルミーナ・サミッ
ト(イタリア）「ジェンダー
に配慮した経済環境のため
のＧ７ロードマップ」等採
択

「育児・介護休業法」及び
「男女雇用機会均等法」改
正
「女性活躍加速のための重
点方針２０１７」策定
「刑法」改正(強姦罪の構成
要件及び法定刑の見直し等)

「第４次あおもり男女共同
参画プラン２１」策定
あおもり性暴力被害者支援
センター開設

２０１８
(平成３０)

Ｇ７シャルルボワ・サミッ
ト（カナダ）「平等と経済
成長に関するシャルルボ
ワ・コミットメント」「途
上国の女児・思春期の少
女・女性のための質の高い
教育の推進に関するシャル
ルボワ宣言」等採択

「政治分野における男女共
同参画の推進に関する法
律」公布、施行
「働き方改革関連法」公布
「女性活躍加速のための重
点方針２０１８」策定

「青森県基本計画『選ばれ
る青森』への挑戦」策定、
男女共同参画の推進を計画
の推進に共通して必要な取
組として位置付け

２０１９
(令和元)

第５回国際女性会議WAW!/
Ｗ20会合同時開催（東京）
「WAW! for Diversity」を
テーマに開催
G７ビアリッツ・サミット
（フランス）「ジェンダー
平等及び女性のエンパワー
メントに関するG7宣言」等
採択

「女性の職業生活における
活躍の推進に関する法律」
改正
「女性活躍加速のための重
点方針２０１９」策定
「SDGs実施指針」改定及
び「SDGsアクションプラ
ン２０２０」決定

「第４次青森県DV防止・被
害者支援計画」策定

２０２０
(令和２)

「女性活躍加速のための重
点方針２０２０」策定
「第５次男女共同参画基本
計画」閣議決定

青森県男女共同参画に関す
る意識調査の実施
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９．用語説明

◎委員長 〇副委員長

用語 説明 ページ

【あ行】

ＩＣＴ(アイ
シィー
ティー)

パソコンやスマートフォンなど、さまざまな形のコンピュータを使った情報処
理や通信技術をまとめた呼び方。
「情報通信技術」という意味の英語
Information and Communication Technologyの略。

6,7
32

アファーマ
ティブ・アク
ション

過去に性別や人種などにおいて、社会的差別されてきた弱者を救済するための
措置。ポジティブ・アクションと言い、日本語では「積極的格差是正措置」と
訳される。

31

ＳＤＧｓ(エ
スディージー
ズ)

国際社会全体が取り組む、持続可能でより良い世界を目指した国際的な目標の
こと。
2030年までに達成するべき17個の目標と169のターゲットから構成されてい
て、地球上の「誰一人取り残さない(Leave No One Behind)」ことを誓って
いる。「持続可能な開発目標」という意味の英語Sustainable Development
Goalsの略。

3,7
8

19
54

Ｍ字(型)カー
ブ

女性の労働力比率を年齢層別に見たグラフにおいて特徴的な、アルファベット
のＭ字に似た曲線のこと。

ＬＧＢＴＱ＋
(エルジー
ビーティー
キュープラ
ス)

多数派とは違った性的指向を持つ性的マイノリティ(性的少数者・セクシャル
マイノリティ)を表す言葉の一つ。
Lesbian(女性同性愛者 )、Gay(男性同性愛者 )、Bisexual(両性愛者 )、
Transgender(性同一性障がい者を含む、心の性別と体の性別が一致しない
人)、Questioning(自身の性自認や性的指向が定まっていない、もしくは意図
的に定めていないセクシュアリティ)またはQueer(性的マイノリティを包括す
る言葉)のアルファベットの頭文字を取った言葉で、さらにX－gender(男女
どちらとも異なる性自認の人)やAsexual(恋愛感情を抱くことはあっても性的
欲求を抱かない人)といった多様な性的少数者を含める呼び方。

7,12
20

【か行】

家族農業経営 家族労働力を中心に生産を営む農業の経営の一つのかたち。 35

キャリアアッ
プ

キャリアは積み重ねた経験や経歴のことで、より高い能力などを身につけて経
歴を高めるという意味の和製英語。

6,30

ゲートキー
パー

自殺対策において、自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応(悩んでい
る人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る)をする
人のことで、「命の門番」とも言われる。特別な資格は必要ない。

7,23

固定的性別役
割分担

本来は、男女を問わず個人の能力や適性によって役割分担を決めるべきである
のに、「男は仕事、女は家庭」、「男性は主要な業務、女性は補助的な業務」
というような、性別を理由にして役割を固定的に分ける考え方。

7,12

【さ行】

サテライトオ
フィス

企業または団体の本部・本社から離れたところに設置された小規模な施設のこ
と。

32

ジェンダー 生物学的な性別(sex)に対して、社会的・文化的につくられる性別(gender)の
ことを指す言葉。

34

ジェンダー
ギャップ

男女の違いにより生じる格差のこと。
世界各国の男女格差を数値に表したものをジェンダーギャップ指数といい、
2021年3月時点で日本は120位である。

ジェンダー平
等

ひとりひとりの人間が、性別にかかわらず、平等に責任や権利や機会を分かち
合い、あらゆる物事を一緒に決めることができることを意味する。

3,19
54

女性活躍推進
法

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」のこと。 2,3,
6,30
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用語 説明 ページ

女性の権利
110番

全国の弁護士会において、実施される女性の権利に関する無料電話相談。 12

性自認 自分の性をどのようにとらえているのか、ということ。
「心の性」と言われることもある。多くの人は「身体の性」と「心の性」が一
致しているものの、「身体の性」と「心の性」が一致せず、違和感を持つ人た
ちもいる。

性的指向 どのような性別の人を好きになるか、ということ。
自分の意志で選び取るというよりは多くの場合、思春期の頃に「気付く」もの。

セクシャルハ
ラスメント
(セクハラ)

相手の意に反する性的な嫌がらせのこと。
男性から女性、女性から男性へだけでなく同性間でも生じる。また、職場にお
いてのみならず、地域活動や家庭の中でもあり得るものである。

29,
50

【た行】

男女共同参画 誰もが性別にかかわらず平等に学び働くチャンスが与えられ、対等な立場で責
任を分かち合えること。またそれができる社会を男女共同参画社会という。

2～7
10～
16,19
29,34
35
37～
42
50～
55

ダイバーシ
ティ

多様性・相違点・多種多様性という意味で訳され、性別や国籍、年齢などにか
かわりなく、多様な個性が力を発揮し、共存できる社会のことをダイバーシ
ティ社会ともいわれる。

5,6
20

DV(ディーブ
イ)

夫と妻または婚姻届けを出していない夫婦関係のパートナーなど親密な関係に
ある男女間の暴力のこと。
殴る・蹴るなどの身体的暴力だけではなく、人前でばかにする、生活費を渡さ
ないなどの精神的暴力や、性行為の強要などの性的暴力も含まれる。

7
29
52～
54

デートDV
(デート
ディーブイ)

結婚していない恋人同士の間でおこる暴力のこと。
相手をコントロールしようとすることや、自分のものかのように扱うことも含
め交際相手に対する「暴力」とされる。

テレワーク ICTを活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方のこと。
「tele =離れた所」と「work =働く」をあわせた造語。

32

【は行】

パートナー
シップ・ファ
ミリーシップ
制度

自治体が、結婚に相当する関係として認める制度のこと。
日本国憲法では戸籍上同性であるカップルは婚姻することができないとされて
いる。

パブリックコ
メント制度
(パブコメ)

行政機関が政令や省令等を定めようとする際に、事前に、広く一般から意見を
募り、その意見を考慮する「意見公募」のこと。

3,39

ハラスメント 「嫌がらせ」を意味する。「harassment」を組み合わせた様々な環境におい
ての嫌がらせやいじめなどの迷惑行為を指す言葉が多数ある。

5～7
29

バリアフリー 「バリア(障壁)」を「フリー(邪魔・余計なものがない)」にすることを言い、
障壁となるものを取り除き、生活しやすくすることを意味する。

7,20

パワーハラス
メント(パワ
ハラ)

組織内の優位な地位や立場を利用した嫌がらせのこと。 29
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用語 説明 ページ

ViCウーマン
(ビックウー
マン)

「地域のよりよい『農林水産業とくらし』を指揮する女性リーダー」を意味す
る。青森県が、特色ある地域農林水産業や住みよい社会づくりに取り組み、優
れた地域活動の実績を持つ農山漁村女性リーダーを「ViCウーマン」として認
定し、地域農林水産業の振興や農山漁村の活性化の推進役を担うもの。
Village Conductor of Womanの略。

7,16

ファミリー・
サポート・セ
ンター

子どもを預けたい人(依頼会員)と預かる人(提供会員)のネットワークを作り、
地域のみんなで子育てについて支えあう事業。

7,34

フレックスタ
イム制

働く人が、始業・終業時刻や労働時間を自分で決めることによって、⽣活と仕
事のバランスを取りながら効率的に働くことができる制度。

32

【ま行】

マタニティー
ハラスメント
(マタハラ)

女性が妊娠、出産、育児に関することで不快な思いをさせられること。
これと同様に、パタニティー・ハラスメント(パタハラ)があり、これは男性が
育児制度等を利用しようとする際に受ける嫌がらせのこと。

29

メンタルヘル
ス

心の健康状態。毎年10月10日は、「世界メンタルヘルスデー」 22

モラルハラス
メント(モラ
ハラ)

倫理や道徳に反した嫌がらせのこと。
物理的な暴力ではなく精神的な攻撃を指し、陰湿ないやがらせによって被害者
を精神的に追い詰める行為全般をいう。

【や行】

ユニバーサル すべてに共通、万能、一般的である様子を表す言葉。

ユニバーサル
デザイン

年齢や能力、状況などにかかわらず、できるだけ多くの人が使いやすいように、
製品や建物・環境をデザインするという考え方に基づいたものや仕組みのこと。

20

ユニバーサル
マナー

一般社団法人日本ユニバーサルマナー協会が名付けた、多様な方々へ向き合う
ためのマインド(意識)とアクション(行動)のこと。

20

【ら行】

ライフサイク
ル

人の誕生から死までの過程を丸い輪で表現したもの。 また、転じて、ビジネ
スの分野で、製品やサービスなどが生まれてから消えるまでの全過程のこと。

24

ライフステー
ジ

人の一生における加齢にともなう変化を、いくつかの段階に区切って考える場
合のそれぞれの段階のこと。

22

リプロダク
ティブ・ヘル
ス/ライツ

「性と生殖に関する健康と権利」と訳され、国際人口開発会議において提唱さ
れた概念。
・リプロダクティブ・ヘルス…「人間の生殖システムの機能および活動過程な
ど全ての側面において、単に疾病、障害がないだけでなく、身体的、精神的、
社会的に完全に良好な状態にあること」をいう。
・リプロダクティブ ・ライツ…「すべてのカップルと個人が、自分たちの子
どもの数、出産間隔、出産する時期を自由にかつ責任をもって決定でき、その
ための情報と手段を得ることができるという基本的権利、ならびに最高水準の
性に関する健康およびリプロダクティブヘルスを享受する権利」のこと。

24

【わ行】

ワーク・ライ
フ・バランス

仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など、様々な活動について、自分
が希望するバランスで展開できる状態のこと。

5～7
28,34
35,53
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